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八 弁護士界の改革思潮と FDP法案の意義
２ ドイツ弁護士界の改革思潮の具体化
――1998年４月27日・ドイツ弁護士協会理事会決議――
序
正確には、『1998年４月の実務修習の改革のためのドイツ弁護士協会の
提案』である（Vorschla?ge des Deutschen Anwaltvereins zur Reform des
 
juristischen Vorbereitungsdienstes im April1998）。まず、この『提案』は、
冒頭に、レデカ－の『法曹養成の歴史は、同時に改革の挫折の歴史であ
る』という言葉を引用して、「今世紀の80年代までは、すべての法律専門
職の統一養成教育は維持されるべきか、それとも個々の法律専門職別の養
成教育課程のためには、それは放棄されるべきか、などという議論は登場
してこなかった。しかし、現在では、そのような状況は変化し、ことに、
ここ数年来は、法曹養成教育の新秩序の確立への議論が激しさを増し、そ
のためには、まずは、根本的な改革の必要が一般的に認識され始めてい
た」。
このような書き出しで始めるこの『提案』は、まず、これが1997年の
DAVの理事会と BRAKの各会長が共同で発表した12テーゼを基本とし
ていることを明らかにしている。そして、1990年に、同じ DAVが提唱し
たYモデルを撤回して、あらたに、いわゆるVモデルを提案するのであ
る。これは、第一次試験合格直後から開始される実務修習課程は、司法、
行政、弁護士の、それぞれ独自に分離した修習を行うというものである。
しかも、その弁護士修習は修習を始めようとする者が自分で修習する弁護
士事務所を探し出した場合だけに、修習が許され、これまでのように、第
一次試験の合格した者が誰でも権利として修習場所を確保できた制度を廃
止するというのである。これまでは、修習希望者にはラントが無限定に修
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習箇所を提供してくれたし、それはラントの費用で賄われていたのである
が、これがラントの財政を困窮させることになっていったのである。
このように数を限定することによって、修習生のために弁護士修習を充
実させる一方、無制限に増加しようとする弁護士の数も限定できるはずで
ある。
また、弁護士修習のために『理論教育課程』を設け、この履修とその試
験結果を実務修習終了の要件とするという。この企画された履修科目の中
には、これまでなかった科目も含まれ、それが、現に、今次の『法曹養成
改革法』のなかに取り入れられている。
以上のように企図する『提案』は、A「序論」と B「改革提案」、C「提
案理由」の三部からできている。
現行のドイツの法曹養成制度は、大学法学部教育とその終了後の実務修
習の二段階で構成されているが、改革されるべきは、その両方の段階にわ
たる。だが、ここでは、大学教育を終了して、第一次国家試験合格後の実
務修習に限定して改革を提案したいというのである。
というのも、この実務修習段階の改革がもっとも緊急を要するし、ま
た、この段階を改革すれば、大学教育の段階も、これを反映して改革なさ
れるはずだと考えられるので、ここでは、この実務修習段階を対象として
改革を提案するとして、その提案の全体を、前掲のA、B、Cの三つで構
成している。しかしながら、この三部のうちの中心になっているのは、B
の「改革提案」であり、Cの「提案理由」は、当然のことながら、提案を
補充しているのであるが、改革提案条項の一つ一つの理由を説明するので
はなくて、むしろ、逆に、改革提案の前提として、現行の法曹養成制度の
欠陥を厳しく指摘しながら、現行ではその欠陥のままに放置されれている
あり様の批判を展開しているのである。
そこで、ここでは、弁護士界の改革思潮を取り上げたいので、この「提
案理由」も参考にしながらも、弁護士界の改革思潮を具体化している「改
革提案」に限定したい。
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このように、DAVと BRAKとの合同の12テーゼを具体化した、この
『提案』は、次のように断定して弁護士界の改革思潮を『統一法曹養成』
に対して突き付けるのである。
「これまでの修習制度では、場合によっては、自分の修習が何の意味も
もたなくなるほどに自分の人生の何年をも無為に過ごした結果となること
をつくりだすことになる。このようなことでは、修習を受ける者の数をま
すます多くすることにより、一方で、国家は莫大な教育費用の支払いを余
儀なくさせられ、他方では、修習生にとっては（数の多くなることによっ
て）、充実した修習を受けることができなくなるような弊害を生み出して
いるのである。
この結果は、数千に及ぶ第二次国家試験合格者たちは、弁護士職の準備
をほとんどしないままに弁護士職を始めることになっている。そのような
ことは、法治国家における弁護士の重要な機能を考えれば、とうてい、甘
受できるものではないし、また、弁護士界にとっては有害でもある。そこ
で、この状況を改革するために提案したい」。
ドイツ弁護士協会理事会決議
? 大学教育の終了
第一次国家試験の合格者には、修了学位（卒業法曹）が与えられるべき
である。
そうすることによって、実務修習を受けないで、直接に職業生活に入ろ
うとする者には、職業を見つける機会が多くなる。
? 分離修習の設営
１ 第一次国家試験の合格者の実務修習は、それぞれ、次の目標をもって
行われる。
a）司法の分野の実務修習は、裁判官資格の取得を目標とする（司法修
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習）、
b）公法上の分野における実務修習では、上級行政職資格の取得を目標
とする（行政修習）
c）弁護士・公証人のための実務修習は、弁護士・公証人資格の取得を
目標とする（弁護士修習）
２ どの分野の実務修習でも、修習場所を証明できた者の申込に基づいて
許される。修習希望者は自ら実務修習の場所を求めることはできない。
弁護士修習は、公務の領域ではたすことができない修習箇所のために、
あるいは弁護士修習生により、この領域から選択された実務修習の箇所の
ために、修習場所を決めたときには、修習場所を証明したことにする。こ
の場合には、ラントは、弁護士修習生が規定により指示された公務の領域
における修習箇所のために、あるいは弁護士修習生により選択された、公
務の領域における実務修習箇所のために修習場所が用意されるように配慮
をしなければならない。
３ 実務修習を許された候補者は、それぞれの修習課程で、『司法修習
生』、『行政修習生』、『弁護士修習生』という名称が与えられる。
４ あるひとつの修習課程から、他の修習課程に変更することは、修習生
が自分で変更に必要な修習場所を証明したときに許される。変更の回数、
変更の要件がどのようであるか、ことに修習期間の算入については、ラン
トの法律によって規定される。
５ 修習は、各修習課程に定められた期間内に終了しなければならない。
試験期間、病気などによる中断期間はこのさだめられた期間に算入され
る。
? 修習の担当責任者、修習の費用
１ 司法修習、行政修習における実務修習の責任担当者は、ラントであ
る。この実務修習は、ラントと修習生との間の公法的修習関係の枠の中で
行われる。
弁護士修習における実務修習の責任担当者は、弁護士修習生が最初に実
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（?)（鈴木) 5
務修習を開始した地区の弁護士会である。
弁護士修習は、弁護士修習生と修習の機関との間の私法的教育関係の枠
の中で行われる。この教育関係は、弁護士のもとでの実務修習の期間中
は、この弁護士と弁護士修習生との間に存在することになり、また、規定
により指示された実務修習箇所、あるいは裁判所、検察庁その他の公的職
務のための組織で、弁護士修習生によって選択された実務修習箇所では、
ラントと弁護士修習生との間に存在することになる。さらに、第二次国家
試験の期間中も同様にラントとの間に存する。
『理論教育課程』の期間中には、特に教育関係は存在しない。この『理
論教育課程』の主催者と弁護士修習生との間の法的関係は、両者の間に締
結された教育契約により定まる。
２ 個々の修習課程における実務修習の有効な終了が、『理論教育課程』
の参加を条件とする限りでは、その主催者が徴収する参加受講料は、弁護
士修習生の負担とする。
ラントの立法者は、この『理論教育課程』の費用のために、一般的に、
あるいは必要な場合には、弁護士修習生に教育奨学金を配慮するように努
めなければならない。BAfo?Gは、それに相当する補助をする。
? 弁護士修習生の実務修習
１ 弁護士修習の実施は、裁判官修習などの公務修習の範囲における試験
及び実務修習を除けば、弁護士会に任される。弁護士会は、全修習期間を
通して修習を監督すべき義務を負う。弁護士修習生は、弁護士修習の期間
中は、最初に修習を開始した地区の弁護士会の特別会員となる。ただ、そ
の弁護士会における会議での投票権は持たないし、また選挙権も被選挙権
も持たない。連邦弁護士法は、そのように変更する必要がある。
２ 現実に修習をさせている機関では、修習期間中は修習生に修習手当て
を支払う。その支払いのために、修習機関は修習生が副業からの収入を当
てにすることなく生活費を賄うことができるほどに配慮しなければならな
い。その詳細は、それぞれの実務修習規則が定める。第二次国家試験の期
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間中は、修習手当てはラントが支給する。前述の『理論教育課程』に参加
している期間はこの手当てを支払わない。
３ 弁護士修習の指導者は、弁護士会の主導により作成された指導者リス
トに掲げられた弁護士に限る。このリストに掲げられる弁護士は、すくな
くとも５年間は中断することなく、主要な職業として独立して弁護士活動
した者に限るが、そのリストに登録・記載される弁護士は、本人の申込み
により、指導の準備ができているものとして、弁護士会が承認した弁護士
に限られる。
４ 弁護士修習生は、指導を受ける弁護士を自分で選択するが、修習生は
修習の申込みによりこの指導弁護士に割り当てられる。この修習の申込み
には、指導者の同意書を添付しなければならない。
５ 弁護士修習は、24ヶ月間とする。これは、原則として、第一次国家試
験合格後の６ヶ月の後に開始される。
６ 弁護士修習のための教育の詳細は、弁護士教育法に定める。それは連
邦弁護士会から発布される。連邦弁護士法59条 bは、その旨を補完する。
? 弁護士修習の修習箇所
１ 弁護士修習は、次の義務的箇所で、次の順序で行う。
a）６ヶ月間を民事法の重要な領域を主として取り扱う弁護士のもと
で、あるいは弁護士の団体において。
b）３ヶ月間を民事第一審裁判所において
c）２ヶ月間を弁護士修習生の選択により、刑事の専門弁護士または第
一審の刑事裁判所あるいは検察庁において
d）３ヶ月間を弁護士修習生の選択により、次の箇所で修習する。専門
弁護士、公証人、行政裁判所、財政裁判所、労働裁判所、社会裁判
所、連邦またはラントの立法機関、国または自治体の官公庁、税理
士、公認会計士、民間企業、労働組合または経営者団体、超国家機
関、国際機関、外国修習機関、ことに外国人弁護士、その他、適切な
修習を保障する修習機関。
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e）６ヶ月間を弁護士のもとにおいて。この場合には、すでに以前に修
習したことのある弁護士でもよい。
２ 弁護士修習生の実務修習の詳細は、弁護士修習規則が規定する。
? 弁護士修習生のための『理論教育課程』
１ 義務的修習の前及び╱あるいは後に、弁護士修習生は４ヶ月間を『理
論教育課程』に参加しなければならない。
２ 『理論教育課程』は、週に30時限を履修しなければならない。
３ 『理論教育課程』は、次のテーマを対象として教育が行われなければ
ならない。
a）法的修辞法、論証技術及び交渉の進捗法、調停、仲裁、事実調査の
方法、予防司法的法律相談
b）権利形成および契約締結（方法論及び典型的適用事例による範例的論
述）、予防法学
c）弁護士・公証人の職務法、弁護士実務の構造、機構、それに労働法、
社会法、税法関係を包摂した実務の実施、コミュニケ－ション方法、
弁護士・公証人の責任、弁護士・公証人の執務の質の確保
d）弁護士の観点からの訴訟手続法
e）EU法、ことにヨーロッパ法関連でドイツ法に転換したＥＵ法、国
際私法
f）簿記及び年度末決算の法を含めた貸借対照表入門
g）弁護士修習生の選択により、弁護士職務法第７条に定める法領域に
おける重点活動
４ 理論教育を受けている期間中は、専門弁護士法の準則（６条２項 c）
に倣い、教育に伴う成績の評価・点検が実施される。
５ 教育課程と成績評価・点検の実施について法律及び弁護士養成規則が
定めている内容の実施を保障する者はすべて『理論教育課程』の主催者と
して認可される。その主催者は、その者が所在する地区の弁護士会による
公法上の認可を必要とする。『理論教育課程』の主催は、弁護士会、ドイ
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ツ弁護士協会、その共同研究会またはその地区協会の継続教育機関でなけ
ればならない。
６ その詳細は、弁護士規則で定める。
? 弁護士修習の終了試験（弁護士試験）
１ 弁護士修習は、司法修習、行政修習と同様に、第二次国家試験をもっ
て終了する。この第二次国家試験はラントの司法試験局によって行われ
る。試験規則及び成績評価は、三つの実務修習において、その統一性が保
障されなければならない。弁護士試験の試験委員には、弁護士が多数を占
めなければならない。
２ 弁護士試験受験の要件は、弁護士修習生が前掲?１ a）に従って実務
修習を行い、?によって『理論教育課程』に参加して、上述の成績評価・
点検により成績の良いことが証明・提出されることである。また、口頭試
験の要件は、さらに?１ d）及び e）の実務修習に参加したことである。
３ 弁護士試験は、論文試験と口頭試験からなる。試験問題は、弁護士の
職務上の実務から出題される。その試験問題が弁護士、その他同等の者が
適切であると考えられる数だけが作成・提出されない場合には、弁護士会
により、十分な数の出題がラントの試験局に任される。
４ 弁護士試験の論文試験（監督つき試験）は七つの監督つき試験問題で
構成される。その試験の対象は『理論教育課程』（?３ aから gまで）の七
つの教育対象のテーマに関連するものでなければならない。
監督つき試験は『理論教育課程』の終了の直後に行われる。試験の結果
は、おそくとも、３ヶ月以内に弁護士修習生に通知される。弁護士修習生
が、弁護士試験に合格するだけの十分な得点がとれなかった場合には、そ
の弁護士修習生はもう一度、監督つき試験の受験を繰り返すことができ
る。その場合には、結果の通知のあった後３週間以内に申し込みをしなけ
ればならない。
５ 口頭試験は、最後の修習箇所での修習の直後に行われる。この試験
は、弁護士修習における修習の全体にわたって出題される。
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６ 弁護士試験は、次の要件を証明した者にも許される。
a）司法修習または行政修習の終了後、第二次国家試験に合格した者
b）司法修習または行政修習の枠の中で弁護士実務修習をした者、ある
いは私法関係の修習の枠の中で修習した者が少なくとも８ヶ月間を弁
護士のもとで実務修習した場合
c）?の『理論教育課程』で教育を受け、規定された良好な成績である
ことを証明・提出した者
? 弁護士職・公証人職を行う資格
１ 弁護士職を行うことができる資格は次の者も取得することができる。
a）弁護士試験に合格した者
b）司法修習または行政修習の終了後、第二次試験に合格し、かつ少な
くとも５年間は中断することなく主たる職業として完全法曹の活動を
したことを証明した者
２ 公証人職を行うことができる資格を有するのは、弁護士試験に合格す
るか、あるいは司法修習を終了して第二次国家試験に合格した者である。
３ 弁護士界の改革思潮の補完
――ドイツ連邦弁護士会提唱の24テーゼ――
このテーゼは1998年９月22日から25日までのブレーメンでのドイツ法曹
大会が開かれた機会に、ドイツ連邦弁護士会も同じ1998年９月22日に『法
曹養成改革のための24のテーゼ』として公表した基本原則の宣言である。
これは、もともと、この年の５月８日にフランクフルトで行われたドイ
ツ連邦弁護士会大会で決議されたものであるが、この決議も、また、さら
に遡って、1997年４月にドイツ連邦弁護士会の法曹養成作業グループが作
成した18のテーゼを基礎にしたもので
(１)
ある 。これは、大きな項目の四つ
に割り振られていた。第一に「大学教育とその終了試験」（これには三つの
テーゼが取り上げられている）、第二は「改革の必要」（これも三つのテーゼ
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が）、第三には「モデルの基本構造」（11のテーゼ）、第四は教育の『財政負
担』の問題である。
ここの24テーゼも、この作業グループが作成した18のテーゼを基本にし
ているだけに、その内容は、大体、18テーゼと同じである。ただ、この24
テーゼは、先の弁護士協会と連邦弁護士会との合同で提案した12のテーゼ
を取り込んでいるので、それと重複しているものがある。
まず、合同12テーゼと重複しているのは、（大学修了後の）弁護士修習改
革の必要性（テーゼ１）、法曹養成制度改革の目標（テーゼ２～３）、改革モ
デル：基本構造（テーゼ４～７）である。
補完されている独特の提唱としては、修習期間を27ヵ月としていること
が注目される（テーゼ８）。
●修習課程と終了試験
１ 基礎修習期間――12ヵ月
これは、すべての法律職（司法職、行政職、弁護士職）に共通する修習期
間であるから、その修習箇所も、裁判所、および・または、検察庁に６ヵ
月、行政庁に３ヵ月、弁護士事務所に３ヵ月である。この基礎修習は、国
によって組織され、修習生の身分は公法上のものとする（テーゼ９）。
２ 基礎修習終了試験（統一試験、共同試験）（テーゼ14）
３ 弁護士修習――15ヵ月
これは実務修習と理論教育とに分かれる（テーゼ10）
（１）弁護士事務所での実務修習――12ヵ月 この修習希望者はその修習
箇所を自分で 探さがさなければならない（テーゼ11）。
（２）理論教育課程――３ヵ月 この教育課程に参加を希望する者は個人
的な私的な申し出に任される。この教育の設置は公法的な認可を必要とす
るが、その指導者は主として弁護士で構成される（テーゼ12)
４ 弁護士（修習終了）試験――これは国家試験とする（テーゼ15）。
（１）弁護士試験の受験の要件（テーゼ16）
①12ヵ月の基礎修習を終了し、その終了試験に合格していること。②弁
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護士事務所における12ヵ月の実務修習を終了していること。③３ヵ月の理
論教育課程に参加していることである。
（２）試験を実施する機関はラントの試験局とする。試験委員会の構成は
弁護士が過半数を占めなければならない。基礎終了試験の成績は、弁護士
試験に算入することをしない（テーゼ17）。
（３）試験の程度・質――他の職業のための修習終了試験の程度・質と一
致していなければならない（テーゼ18）。
５ 弁護士資格――弁護士職を独立して行うことができる資格は、他の完
全法曹の職業を行う資格と同等である。
６ 専門職変更の要件――ある法律専門職から、他の法律的職業に変更す
ることを希望する場合に、その変更を希望する職業を習得していなときに
は、その職業のために１年間をアッセソワとして勤めることが要件とされ
る（テーゼ19）。
●財政問題
（１）基礎修習期間の費用は、国が負担する。また、この修習期間は、国
から修習生に生活費が支払われる（テーゼ20）。
（２）実務修習期間中の費用と生活費
弁護士事務所における実務修習の費用は、その事務所が負担する。修習
生には、職業教育法の基準により、事務所から生活費が適切に支払われる
（テーゼ21）。
（３）教育課程参加中の費用と生活費
個人的な私的な申出による３ヶ月間の理論的教育課程参加の費用は、修
習生が自ら負担する。それができない者は、国による補助を求めることが
できる（テーゼ22）。
（４）試験実施の費用
これは、国が負担する（テーゼ23）。
適切な立法的な措置により、修習生のための社会保険が新たな制度に適
合するように創られるべきである（テーゼ24）。
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４ 分離修習論に対して提示された疑問
――Mu?nchによ問題点の指摘――
序
弁護士界の分割修習を機軸とする改革思潮は、以上のように、弁護士団
体の意見表明でその内容は形成されてきたが、この以前にも、繰り返して
提案されてきた改革要求は制度として決して実現されることがなかったた
めに、この当時繰り返えされていたうたい文句は『法曹養成改革要求は終
わりなき歴史である』であった。「このような終わりなき歴史の新たな
『続き』が、ドイツ弁護士協会と連邦弁護士会とによる多数決で決議され
た『法曹養成教育の12テーゼ』である」として、このテーゼが公表された
直後に、早くも、弁護士界の改革要求に対して疑問を提出したのは
Mu?nchで
(５)
ある。
「法曹養成は、明らかに、毎度、新たに展開しながら続いてゆく、刑事
サスペンスの手に汗を握る連続小説のようである。いつかは、きっと、事
件の全貌が明らかにされて、被害者と行為者が見つかり、実行犯は逮捕さ
れ、ハッピーエンドで大団円となり、この小説をパタンと閉じることがで
きるものと考えていた読者は、まるで裏切られることになる」。このよう
に「裏切られる」ことになるサスペンス小説が、弁護士界の改革思潮にな
ぞえられている。
Mu?nchの論文の表題は「法曹養成改革の満ち潮と引き潮」である。『満
ち潮』とは、法学部の学生の激増、それに伴う修習生の洪水、そして、そ
の結果としては弁護士のあふれ返る過剰のことである。そして、『引き潮』
とは、膨大な修習費用（洪水）によって国家財政は窮乏の危機に瀕するこ
とである。潮が引くごとく、国家の財源が失われていく様である。
そして、その最大の原因は、統一法曹養成にあるところから、これが
「死滅」すれば、問題は解決できると、統一法曹養成反対論者は考えてい
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るようであるが、とMu?nchは、反対論をまとめ挙げた上で、たしかに統
一養成には、欠陥もあるあが、その欠陥を理由に廃絶を考えるべきではな
いとして、以下のような一連の疑問を提出しているのである。
１ 法律専門職種の決定の時期
分割修習のためには、当然のことながら、修習開始前に、自分が進むべ
き法律専門職種を決定しなければならない。その決定を前提に、修習生は
司法職、行政職、弁護士職の三種の実務修習のどれかを選択しなければな
らない。しかしながら、と、Mu?nchは疑問を提起する。「このように、実
務修習の希望者が、まだ、実際に、実務修習を開始する『以前に』、つま
り、自分が就く職業について、まだ、なにもわからないうちに、その職業
を選択した上で、その職業別の修習を始めなければならないということに
は疑問がある」という。
「確実な数字をあげることはできないが、間違いなく言えることは、実
務修習を開始しようとする者のうちの圧倒的多数が、自分が就こうとして
いる職業については、ある程度のイメージがあるし、また、『かくありた
いもの』との希望をもっている。しかしながら、その時点では、まだ、最
終的には確定しておくつもりはないのである。たしかに、実務修習の終了
者たちは、現在でも、75％は弁護士になるし（このうちには名刺の肩書きだ
けの弁護士 nur Visitenkarte Anwa?lteも含まれてはいるが）、15％は公職に就
き、10％は経済界に進むのが、現実であるとしても（そして、そのような
ことを修習開始前に承知していても）、だからといって、あまりにも早くか
ら職業を特化して、進路を狭めるように、開始する実務修習の種類を決め
なければならないようでは、自由な選択の余地を塞ぎ、どちらかを（弁護
士職のような民間法曹か、それとも裁判官、検察官などの官僚法曹か）選択す
る機会を減縮させてしまうことになる。従って、『修習生のためにも、“統
一法曹”を維持しようとする』見解は、まったくもって正当である。修習
生だけでなく、学生の視点から言っても、そして、この視点こそ、本来
は、なによりまして、重視しなけらばならないのであるが、統一法曹は維
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持されるべきである」。
「経験豊かな実務家が、興味ある、しかし恐ろしい予言を敢えてしてい
ることが注目される。その予言によると、もしも、実務修習を分離して行
うとすると、第一次国家試験で高得点で高い評価を受けた者は、司法（裁
判）実務修習を選択することになるだろうし、従って、弁護士修習は劣弱
者の吹き溜まり（Sammelbeck der Schwa?cheren）になってしまうおそれも
ある。そこへもっていって、結局、司法（裁判）実務修習生は、とりわ
け、自分が決めている進路の官僚法曹とは、『反対の側にいる者』の思考
方法や活動方法をより正確に知ろうとして、修習箇所としては、よりすぐ
れた弁護士の事務所を選ぶことになるだろう」という。
Mu?nchはこのように予言を紹介しているが、この予言の当否は、とも
かくとしても、実務修習終了者の圧倒的に多数の者が弁護士にならざるを
得ないという状況にもかかわらず、「裁判官資格の取得」を目的とする統
一修習では、到底、充実した弁護士修習は受けられないのであるから、
Mu?nchが支持する、この疑問が分離修習の改革要求を阻止する程の影響
はなかったと思われる。
２ 弁護士激増に対する弁護士界の対応について
異常な程の法曹激増に対する弁護士界の対応についても疑問を出してい
る。1997年当時、すでに、法曹志願は『洪水』となって、『満ち潮』とと
もに、法曹界を襲っている。「ドイツの法学部会議議長Olaf Werner教授
（イエナ大学）の報告によれば、現在、ドイツには、16万人以上が法的職業
活動を行っている法律家がいるが、それに加えて、およそ13万5000人の法
学部の学生がいる。このような『法律家の洪水（供給過剰）』の現実に当
面して、これからは、すでに４ゼメスタ－までに『予め選別され』ていな
ければならない」、と断定している。ところが、このような『あらかじめ
の選別』がいまだに行われていないところから、弁護士界の代表者はその
職業的地位に満ち潮による被害のおそれがあると見ている。
BRAKの会長Haasは、こんにちの状態は『もはや受け入れがたいも
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のとなっている』と訴え、副会長 Ernstは弁護士という職能的階級が
『衰退』の虞れに脅かされているという。また、新聞報道は、この洪水に
対する堤防管理について憂慮されるのは、ドイツの弁護士界が『およそ、
かって経験したことのない未曾有の弁護士洪水と闘うことになる』からで
あると報道している。
「ほぼ、7000人の新たな弁護士が、1997年には、自らは慎重に選択して
弁護士資格の認可を取得している。しかしながら、そのような彼らは、自
分達とともに、およそ８万7000人の職業仲間が『どこで』職に就いている
かを、だれも知ってはいないのである（Huff,FAZNr.171v.26.7.1997,S.
11）」。
ところで、この満ち潮に直面して、『誰でもが弁護士となることが許さ
れるべきか?』という質問がなされている。「ミュンヘン大学の弁護士法
研究所の所長である Peter Schlosser教授は、婉曲に『弁護士界はより効
率的に入り口のコントロールを果たすことができるかが試みられる』とい
う言葉をもって、後継者の洪水に対して堤防の構築を勧めている」。 こ
れに対して、Busseは「我々は、新人弁護士が参入してくることには、い
かなる障壁も設けるつもりはない。ただ、われわれの弁護士の職業に参加
するからには、十分に養成された者だけを同僚として迎えいれたいだけで
ある」（Busse,DUZ1997,14）と格好よく宣言しているが、それでは、どの
ようにして、『参加してくる新人に歯止めをかけないで、十分に養成され
た者だけを同僚として、弁護士職に就くことを許そう』というのだろう
か、とMu?nchは疑問を提出する。「十分に養成された者だけを同僚とし
て、弁護士職に就くことを許そう」ということは、逆にいえば、「十分に
養成されていない者を同僚として、弁護士職に就くことを許さない」とい
うことになるから、実は新人弁護士の参入には、歯止めをかけようとして
いるのではないか? という疑問であると同時に、「十分に養成されてい
るかどうか」をどのように選別するのか、その方法を明確に示すべきでは
ないかというのが、Mu?nchの注文でもある。
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それでなくとも、「上記の法曹養成12テーゼの冒頭で述べられている第
一テーゼは 『あふれかえる労働市場』について論じ、『近い将来はさら
に劇的に増加（これは弁護士認可の数も考えられているのであろうが）が確実
であることを覚悟しなければならない?』と指摘している」にもかかわら
ず、その対策については、提言がない。おそらく、「弁護士修習は、三分
の二を弁護士事務所で実践的に行い、三分の一は弁護士アカデミーで理論
的に行うことにする。弁護士修習生としては、弁護士事務所との確固たる
契約を提示することができる者だけが、採用される」という対策によって
であろうが、そのようなことだけで、果たして、『洪水』の『水門』にな
ることができるのか。つまり、このような修習方法や分離修習をもって
は、急増する弁護士の満ち潮は防げないのではないかというのがMu?nch
疑問である。
また、「弁護士修習と裁判官修習との間の入れ替えの交流は保障されな
ければならない。そのために、たとえ、追加的な修習あるいは試験が必要
であるとしても、である（Redeker, NJW1997,1051（1052））」として、試
験の実施を仄めかしているが、「それにより、もう一つ試験が増えること
になる。それでは、全体として、何回の（法学部教育を受けている間の追加
的中間試験が要求されていることは知られているところであるが）試験を受け
て、いくつになったら、われわれの後継者である法律家は試験から解放さ
れることになるのか?」との疑問も出している。
３ 実務修習の費用の増大
修習生の洪水によりとめどもなく増大する実務修習の費用の増大につい
て弁護士界はなにも考えていない。「２万人を超える実務修習の費用の全
体は、バイエルンの司法大臣の計算によれば、1997年だけで、およそ10億
マルク（1000億円）にもなり、そのうち、修習生の手当てには６億マルク
（600億円）にも上るのである（詳しくは、Behrens,ZRP1997,92,93）。した
がって、国にとっては、統一的な法曹養成との訣別は、歓迎すべき財政上
の軽減を意味することになりそうである。ただ、もしも、弁護士界が弁護
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士修習の費用を完全に引き受けてくれるならばのことである」。
「しかし、そのようなことについては、弁護士界は、およそ、一切、語
ることはない。ドイツ弁護士協会及びドイツ連邦弁護士会は、むしろ、と
りいそいで、次のことを明確にしている」として、テーゼのNo.12を引き
合いに出しているが、これは、弁護士界が弁護士修習の費用を負担すると
どうなるかの脅迫である。すでに、紹介しているが、繰り返すと、『弁護
士界が、もしも、独自に弁護士関連の修習を要求するならば、弁護士界自
らが、その修習の費用を支払わなければならない、という要求が政治の世
界からは、出されているが、その要求は、拒絶されなければならない。そ
の拒絶と、弁護士になるための修習が国家の任務であることと矛盾するも
のではない。もしも、弁護士界が自分の財政的責任において弁護士修習を
行うとすれば、当然のことながら、もっぱら弁護士界の需要に見合う数だ
けの者を教育するだろう。したがって、弁護士修習を弁護士界の財政的責
任において要求する者は、その場合には第一次国家試験に合格した者の大
部分が、修習の可能性が失われるために、なんらの法律的職業に就くこと
ができないことの責任を負わなければならない』。こうして、Mu?nchは、
ラントの費用負担をバイエルンとハンブルクを例に挙げて、その実際を説
明している。そのいずれもが、修習の手当てを減額させるのであるが、ブ
ッセは、その点を指摘して「結局、改革は減額で終わるだけか」と皮肉を
言っている。Mu?nchも「代議士の手当ては、満ち潮に、修習生の手当て
は引き潮にか?」。
４ 弁護士修習箇所における修習の現状
「まず、『誰でも』が弁護士になることができるのか」という疑問に対し
ては、結局、その『誰でも』が、次の経緯を経て、弁護士になることがで
きるが、ドイツでは、かなり、高齢になってからである、とその経緯を説
明している。すでに、周知のことばかりではあるが、わが国から見ると、
「オッ?」と驚くこともある。
「すくなくとも４年間は大学で法学教育を受けなければならないが、多
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くの場合に、この大学教育を受けている間にも、弁護士のもとで実習を行
い、さらに、半年から９ヶ月間は第一次国家試験の準備に汗水を流し、や
っと合格することになる。そして、この試験はかなりにハードであり、そ
の難しさたるや、なにはともあれ、元ドイツ連邦憲法裁判所の判事から非
難がなされた程であるし、また、試験問題に使われている事例は、これま
でも、しばしば、「期待されている要求の程度をはるかに超えている」と
指摘されてきたが、「現に、不合格率を見ると、ほかの専門分野における
よりもはるかに高い。さらに、この『誰でも』は、ドイツにおいて実務修
習を開始することができるまでに、特別に評判の悪い、長い「待機期間」
を過ごさなければならないのが普通であるが、この期間を弁護士事務所で
『働く』ことになっている。そして、結局、弁護士事務所では11ヶ月から
12ヶ月間は続き、その結果、弁護士実務修習の場所を確保するのである」。
「ところで、その弁護士修習箇所では、『誰でも』が「秀」か、少くとも
「優」の成績をとるのが普通である（第二次国家試験のベテラン試験官の言
うことには、悪い成績をとる者は――ほとんど――皆無であり、その弁護士修
習箇所で「優」の成績をとれない者がいたら、それは、よほどの『カラバカ』
Vollidiotであるに違いない、と）。こうして、われわれの『誰でも』は、結
局、第二次国家試験の論文試験・口頭試験に合格して、やっと、ドイツの
バカバカしい程の長さの就学期間と兵役義務（あるいはそれに代わる民事実
務義務）を終わることができるのである。このときは、平均年齢は29歳に
は、あいなっているのである。これは、外国の同僚と較べると、われらが
『誰でも』は、いささか年よりであるが、それでも、国内の同僚と較べる
と、１歳は若いのである。かくなる次第で、その『誰でも』は、勇敢に
も、弁護士になろうとするのである」。実態はことほどさようである、と
してMu?nchの説明は明快である。
Stobbeは、弁護士事務所での修習は「ブラッと立ち寄って、ブラッと
出て行くことが（zu flu?chtigen Stippvisite）ないようにするために、３ヶ
月を下回ってはならない」と注文をしてい
(６)
るが、この指摘自体は、当時、
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弁護士事務所での修習には、厳しさがなかったいうことであろう。しか
し、これも、当時の状況ではやむをえなかったのか、この点に関する社会
の反応は一般に寛容である。
５ 『統一法曹批判』に対するMu?nchの疑問
「統一的実務修習は、たとえ、なにがしかの改善を成し遂げたとしても、
どのような法曹養成にもあるように、欠陥をもっていることは確かであ
る。だからといって、改革急進者が、統一法曹を放棄することによって、
『湯浴みをさせている子供をタライの水とともに流してしまう愚かさ』を
おかす（日本では、『角を矯めて牛を殺す』）ならば、果たして、正しい試み
をしたのかどうかは、きわめて疑わしい」。
「もし、弁護士界が実務修習期間中における弁護士活動のための修習を、
いままでよりも、もっと強く重大視させようとするならば、弁護士界は自
らからも、そのことを貫くべきである。弁護士界は弁護士修習箇所での指
導者として任務を、従来よりも、もっと熱心に引き受けることもできる
し、また、弁護士修習箇所がドクタ－ランデンや第二次試験受験生の『駐
車場』（Parkplatz）と心得させないようにもすることもできるはずであ
る。また、弁護士は、第二次国家試験には口頭試験にも、より、緊密に関
与することが、いまや可能となっているのである。たとえ、時給45マルク
（400円）以下であったとしても、である」。
弁護士界が、これほどまでに、弁護士修習の重大性と必要性を強調した
いのならば、他の人に、そのことを押しつける以前に、だれよりも、弁護
士界自身も、弁護士修習に力をつくさなければならないのではないか、と
いうのがMu?nchがつけた因縁である。
さらに、Mu?nchは「統一的修習教育に対する攻撃は、繰り返し、繰り
返し、『修習生教育は高等裁判所の長官の資質に役立つことにある』とい
うカリカチュアから出発している。これとの関連で、必ず、ドイツ裁判官
法５条１項が紋切型のように引用されている。だが、そのような諷刺で
は、実務修習が決して裁判官職にのみ限定されて行われるわけではないこ
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とが、なぜか、沈黙されている。むしろ、修習生の実務修習の内容とその
形態については、各ラントの法曹養成法に決定が任されているが、このよ
うな法曹養成法は、けっして、高等裁判所の長官を育成するための指導理
念で出発しているのではなくて、各ラントの法曹養成法によると、法曹養
成（及びそれによる修習制度）は『すべての法律職のための実務修習（準備
勤務）』に奉仕することにしているのである」と反論している。
しかしながら、この「修習生に対する教育が高等裁判所の長官のための
教育である」という Busseの諷刺も、「なるほど?」と納得させられるほ
どに、言い得て妙であると感心しても、ムキになって反論するほどのこと
ではないはずである。改正前には、実務修習はたてまえとしては「すべて
の法律専門職」のためではあるが、実際には、確かに、裁判官修習が中心
であったことは間違いないことであったからである。
ついでながら、考えてみると、かって、旧体制の実務修習のもとで、ケ
ザ－ルが指摘していたことであるが「24ヵ月間の実務修習期間のうち、修
習生本人が希望すれば、11ヵ月も弁護士修習ができたのであるから、弁護
士側のいう『実務修習は裁判官養成のための修習である』と断定している
のは間違っているのであり、この問題は、修習制度のあり様の問題ではな
くて、職業選択をどうするのかという本人の意向の問題だからである」。
そのような指摘にもかかわらず、当時すでに修習生は11ヵ月間も弁護士修
習をするつもりはなかったのである。
「たしかに、統一的な実務修習に対しては、賛成論も反対論もありうる
ことである。しかしながら、修習の統一性には注目すべき重要な論拠も挙
げられているのである」としてHattenhauerを引
(７)
用し、また、統一的法
曹養成と法秩序の統一との関連を指摘し、その上で、弁護士の職業と裁判
官の職業の、そのいずれもが、揃って、司法に貢献しているのであって、
けっして、相互に割り切ってしまうべきものではない、ということが、き
わめて力強く、また、説得力をもって説明されているとしてHennseを挙
げて
(８)
いる。さらに、「240もの企業が参加するドイツ工業・商業大会のアン
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ケート調査が明らかにしていることは、企業の責任者の大多数が統一法曹
に賛成していることには注目すべきである（1997年６月20日のHandels-
blatt,Nr,116）」と紹介している。
６ Mu?nchの疑問の意義
Mu?nchの、以上のような疑問は、弁護士界としても傾聴すべきではあ
ったが、しかし、弁護士界の改革思潮に修正を施さなければならない程
に、重大なことではなかった。ことに、分離修習の批判は、そのようなこ
とで、受験生や修習生の洪水が防止できるかは疑問である、ということで
あったが、むしろ、この分離修習は弁護士となる者のための実務修習の充
実を目的としていたのであるから、おかど違いであったのである。
そのために、弁護士界はMu?nchの疑問に反論することはなかったし、
また、FDP法案などにも、この批判は影を落としていない。
しかしながら、それにもかかわらず、弁護士修習の実態（弁護士修習期
間に弁護士事務所を駐車場と心得るとか、ブラリと立ち寄ってブラリと出てゆ
くという印象がもたれるような修習の実態）の指摘などには、弁護士界も自
分の怠慢を自覚していただけに、この批判は、ひそかには、弁護士界にと
って、骨身にこたえていたと思われる。
『改正法』の成立後に、猛烈に開始される弁護士継続研修に、これまで
の怠慢の反省が反映されているのである。弁護士界は、ドイツ連邦弁護士
会、ドイツ弁護士協会がそれぞれに、弁護士継続教育の厖大で緻密なプロ
グラムを設定し、現在でも、ますます、熱心にそれを実施しているのであ
る。Mu?nchの批判はムダではなかったということである。
５ 弁護士界の改革思潮の総括
―― Busseによるまとめ――
序
Mu?nchの批判にもかかわらず、弁護士界は自らの改革思潮を着実に固
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めて行き、ついに、改革法案の作成にまで到達するのであるが、この改革
思潮の内容を法文化にまとめ上げるだけの整理を行ったのは、当時、ドイ
ツ弁護士協会の会長でもあった Busseで
(９)
ある。
「ここ数世紀は、ドイツの法曹養成は、確固として国家の手中にあった
が、その国家は自らその目標を定めて、養成内容も固定化させていた。し
かしながら、そのように国家が固定化した法曹養成に異論の余地がないほ
どのものであったか、というと、決して、そのようなことはなかった。だ
から、国家が固定化した法曹養成に対して押し黙っていたことはないので
あり、むしろ、これに対しては、断固とした改革要求の発言を持続させて
きた。ところが、実は、その改革要求が成果を挙げたことも決してなかっ
たのである」。法曹大会の報告における Busseの冒頭の発言である。
その断固とした改革要求を持続させてきたのは、弁護士界、とりわけ弁
護士協会であったが、ことに80年代に入ってからは、精力的に発言を続
け、ことに要求した改革は、法学部在学中の学生のためにも、いっそう強
化した職業実践的な必要条件の配慮を行い、実務修習もこれまでの統一修
習をやめて、近隣のヨーロッパ諸国と同じように、弁護士となることを希
望している者のために独自の弁護士修習制度を導入すべきである、と
Busseは主張する。弁護士界こそが、第二次国家試験合格者の『買受人』
だからであるという。つまり、第二次国家試験の合格者は弁護士になる
か、ならざるを得ないのが現実であるから、法曹養成制度は、そのような
者のためにこそ、実務修習、つまり、弁護士修習を行わなければならない
はずのところ、実際には、そうではなくて、高等裁判所の裁判官を養成す
るために行われている。
このような、統一法曹養成制度に対して、Busseは、弁護士養成中心に
改革するために、長い自分の論述を次のような17のテーゼにまとめあげて
いる。
１ 法曹養成教育は、司法のすべての機関が任務を追行することができる
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だけの高度な質を確保するようにしなければならない。それが法治国家の
使命である。従って、改革の必要性は、現行のシステムがこのような質の
確保の要求を満足させるかという問題に応えていなければならないことに
なる。
２ 第二次国家試験の合格者は、司法官職にも、経済界勤務の職をも見つ
けられないところから、80％が弁護士になるざるをえない。しかし、そも
そも、弁護士の職務能力は、まずは、弁護士との雇用関係のもとで、弁護
士法律実務を習熟させてゆくものであるが、目下のところ、弁護士となる
者のほとんどすべてが、そのような機会を与えられていない。そのため
に、最初の当時の職務の追行は過誤をおかしながら習得して行かざるをえ
ないが、その自分自身の過誤が依頼者の負担においておかされることにな
る。それでは司法秩序を危うくするし、国民経済にも危害を加える原因と
もなり、到底是認することができるものではない。
３ その原因は統一実務修習にある。この統一実務修習は弁護士職のため
には全くもって不十分な準備しかさせることができない。
a）現実の実務修習の圧倒的な部分は、裁判のための修習にあるから、
弁護士活動のきわめて重要な日常的な分野を訓練させていないのであ
る。例えば、事実関係を調査する技術とか、裁判外での権利形成、訴
訟前の調停、弁護士実務のための司法機構とか、そこにおける実務の
実施などの訓練が欠けている。
b）第二次国家試験の出題内容は、あまりにも裁判実務に比重がかかり
過ぎているところから、修習生のほとんどは、裁判関連実務に学習努
力を集中させざるをえないが、その結果は、大部分の修習生が修習後
には弁護士にならざるをえないにもかかわらず、弁護士職のための能
力を習得・涵養してゆく努力の余裕をなくしてしまうのである。
c）統一修習のこれまでの伝統的システムでは、修習生に弁護士職を適
時に選択することを妨げている（適時に選択できれば、弁護士職の能力
を身に付けることができるからである）。というのは、この現行の養成
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制度は、第二次国家試験に合格後には、いかにも、どのような法律職
にでも就けるような可能性が開かれているように思わせて、実際は、
労働市場はそのようなことを許してはいないからである。
d）弁護士としての職務活動を効果的に増進させる修習を効果的に行う
ためには、長期間にわたり、修習生が指導弁護士と弁護士活動を共同
に体験し、かつ共同に作業することができるように修習構造を変革す
る必要がある。この必要を満たすためには、弁護士の修習箇所で、か
なりの長期間にわたる滞在修習が必要であるということである。
４ このためには、分離修習こそが、不可欠であり、また、不可避でもあ
る。
５ 正しく設計された弁護士修習は、公証人職のためのみならず、経済界
における法律家の活動のためにも、伝統的な統一修習よりもはるかに効率
的に準備を完全なものにする。というのは、そのような弁護士修習は、権
利形成および裁判外の法律相談を、修習の焦点におくからである。
６ 統一修習の利点として声だかに指摘されているひとつには、法律専門
職相互間の変更の容易であることがあげられているが、これは、実際には
あまり意味がない。裁判官職から弁護士職への変更、あるいはその逆の場
合も、裁判官の定年退職の場合を別とすれば、必ずしも、都合よく行われ
ているわけではない。むしろ、弁護士職と経済界における法律家との間だ
けが、具合よく行われているにすぎない。このような変更は、弁護士修習
の修習内容によってこそ、困難になされるよりも、より容易になされるよ
うに仕向けられるのである。
７ 弁護士界が実務修習の責任を引受けることは可能であり、また、その
ための大多数の同意がすでに得られて準備ができている。（現行のままで
の）弁護士修習箇所の、目下のところの苦境は、制度的な条件からくるも
のである。
８ 弁護士修習生のための理論教育は、ブロック授業において弁護士職の
特異性と重点領域が扱われなければならない。このようなことはドイツ弁
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護士協会及び各弁護士会がすでに設置している弁護士研修機関で行うこと
ができるが、それに参加できるのは、市場原理で制約される?受講料を伴
うという意味か>私的に申出た者だけに限られる。
９ 修習期間は、弁護士修習としては24ヶ月間で十分である。このうち、
20ヶ月間は実務修習を行い、４ヶ月間は理論教育を行う。
10 この実務修習は17ヶ月間までは一人あるいは複数の弁護士のもとで行
い、すくなくとも３ヶ月間は第一審民事裁判所において行うことにする。
弁護士修習生は、それ以上の期間の実務修習は、司法（裁判所）か、ある
いは経済界で行うことを選択することができなければならない。
11 弁護士修習は、ラントの司法試験局の面前で行われる第二次国家試験
としての弁護士試験によって終了する。この国家試験によって、他のすべ
ての修習課程のための教育第二段階の終了と平等の意義を有することが保
障される。弁護士試験の合格は、弁護士として認可されるための法定の要
件である。
12 修習課程の期間中に他の課程への変更できるための要件および他の修
習課程の終了者が弁護士に認可されるための要件、また、その反対が許さ
れる要件は新たな規定をもって定められなければならない。
13 国は――これまでと同様に――法律相談分野に属する司法のためにも
特別な責任に基づいて、修習の費用を負担するかどうか、あるいはそれに
よって後継者を育成する職業に責任を負うかどうかを決定しなければなら
ない。
a）弁護士界は、後継者を自己の費用で修習させることができる。しか
しながら、それは、――他のどの職業でも同じであるが――弁護士か
ら支払いが申し出されている修習箇所を自分で見つけた者だけが修習
に参加できるということになる。修習場所の数は、個々の実務の後継
者の需要に応ずるだけはある。
b）国家も、これからは、需要に応ずる数だけの者の修習をすることに
なるだろうから、それによって、年間およそ6000人もの第一次国家試
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験の合格者のために完全法曹の職業の新規加入を見つけることはない
だろう。また、国家は、法曹養成の財政的責任を免れようとすれば、
自分で教育提供するとして法学教育に誘い込んだおよそ6000人もの若
者たちを路上に放り出すことになると知るべきである。
c）これに対して、修習生の手当てをこれまでどおりに国が面倒を見る
ことになるとすれば、弁護士界が志願者の大多数のためにも、十分な
修習箇所の提供を用意することを期待しても差し支えない。
14 これまでの年間8000人にも及ぶ若い法律家がとめどなく増加してくる
ことに弁護士界は、歯止めをかけるためのハードルとして法曹養成改革を
利用するつもりはない。このように増加してくる弁護士認可の数は、本
来、自由職業の職業的リスクの問題である。
15 激増する新規加入者により生ずる重大なリスクは、弁護士界にとって
は、弁護士職の準備を欠陥だらけで不十分にしか積み重ねて来なかった新
米弁護士となる者の大部分が新規加入してくる場合にだけ生ずるのであ
る。弁護士界によって責任を果たすことできる厳正な教育は、弁護士職に
要求される質的な必要的条件を満たす者だけを弁護士職に就くことができ
るようにするためであるならば、弁護士職の修習箇所が激増せざるを得な
い場合にも、その箇所が少ない場合と同様に行われることになるだろう。
16 これまで、弁護士界が提案してきた、Yモデルと言われる分離修習
は、まず、12か月の、司法官、行政官、弁護士に共通する修習をした後
に、分離修習を行うものであるが、中途半端にとどまっていて、それによ
って同時に新たな問題も造り出している。この提案では、修習期間の半分
に統一修習の欠陥を内臓し、余分な試験を必要としている上に、修習期間
をいたずらに延長しているのである。しかも、法学教育を受け、１年間の
実務修習も行い、二度の国家試験に合格しているのにもかかわらず、完全
法曹の職には就くことができる機会も保障されることのない何千もの若者
たちを毎年生み出してゆくことになるのである。このような欠陥のある
Yモデルに代わってVモデルを提案しているのである。
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17 次のような提案もあるが?実は、司法大臣会議の提案である>、賛同
には値いしない。その提案によれば、法曹養成は２ゼメスタ－ほどの実務
実習を行う法学教育を受けた後に、１回だけの国家試験合格で終了するこ
とにして、その後は、その修了者たちの継続教育を法律専門職に任せてし
まうという内容である。
a）２ゼメスタ－というのも、職業実践の準備として決して十分ではな
い。充実した法学教育を受けた卒業生であっても、その程度の職業実
習では、裁判官資格も、上級公務員の資格も与えられるほどではない
し、いわんや弁護士職を行うためにも十分ではない。また、その卒業
生は質を保障するはずの試験に基づいても、いかなる完全法曹も承認
することはできない。
b）法学教育に続く職業的教育をどのように構成し、どのように終結さ
せるのかを、それぞれの職業代表者に委ねるということは、修習課程
の等価値性を廃棄してしまうものである。しかし、この等価値性こ
そ、裁判、行政、弁護士界の対等な貢献にとって不可欠なのである。
c）実務修習を大学との共同責任で行うことは、なんの利益があるわけ
ではない。そのことは、大学が職業実習を統合することを望まなかっ
たし、また、できなかったことでもあることは、100年も前から実証
済みである。実務修習は、はじめから、法律実務家の責任で行うすじ
のものである。
このような Busseの総括が、DAV理事会の決議として弁護士界の改革
思潮の実質を決定し、FDP法案の直接的な内容ともなっているのである
が、Busseのまとめは、ただ、弁護士界の改革思潮として、今次の『改正
法』の根底にもなっているばかりではく、改正後の法曹養成立法のあり様
についても、いろいろと示唆しているのである。
現在、なおも、ドイツの法曹養成制度が取り沙汰されている問題に対し
ては、その解決の努力が進行しているが、そのための基本的な方向を
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Busseは明確にしているといえるのである。
二 FDP法案における弁護士界の改革思潮
――改革思潮の内容の表明――
序
二つの弁護士団体は、以上のように、現在の法曹養成制度には抜本的に
改革されるべき必要があることを具体的に指摘して、その改革のあるべき
内容に指針を示し、それはさらに、Busseによりまとめあげられたのであ
るが、それにとどまっていれば、せっかくの改革提唱も掛け声だけに終わ
り、これまでと同様に、改革されることはない。これまでも、幾度なく改
革提案を繰り返してきたが、それも無視され、黙殺されてきた苦い経験が
ある。だが、この度は、二つの弁護士団体が合同して改革の実現を真剣に
提唱したのであるから、なんとしても、法制度として確立させなければな
らない。そのためには、新たな法律を成立させなければならないが、自ら
は立法に関与することはできない。
ここで、弁護士界、とりわけ DAVは、ドイツ自由民主党（FDP）の弁
護士である議員と共同して立法化の作業をすすめ、ついに法案を作成し
て、2000年２月11日に、連邦議会に提出したのである（Drucksache 14/
2666）。これが FDPの『法曹養成改革法案』（Entwurf eines Gesetzes zur
 
Reform der Juristenausbildung、これを略して JurAusbReformGという）で
ある。
そこで、この法案の中で、弁護士界の改革思潮がどのように盛り込まれ
ているかを、その要点を抜き出してみ
(10)
たい。
１ 法案における改革目標
現代のドイツの法曹養成教育は、200年以前からの基本的コンセプトで
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できている。それは、「裁判所の面前での活動」に厳格に焦点が合わされ
てかたちづくられているのである。だから、弁護士資格のためにも、その
ような「裁判所の面前での活動」が十全に果たすことができるように、
『裁判官資格』の取得が基準的な養成の目的となっているのである。この
ことは、上級行政職も同様に、後を追うのである。
しかしながら、このような契機も根拠も、こんにちでは、いろいろな点
で、古びてしまっていると知るべきである。それにもかかわらず、ドイツ
の法曹養成がこのような古びてしまった姿勢や根拠に基づいているような
状況は、緊急に改革されなければならない。この点では、識者のすべてに
意見が一致しているのであり、つまりラントの政府や専門職業団体のすべ
てが、異口同音に指摘しているのである。
現在、法曹養成は、次の三つの目標の達成に応えていなければならな
い。
第一の目標は、法曹養成教育が法律実務全般に有用であるように、それ
と即応していなければならない、ということである。つまり、裁判官職の
活動ばかりに焦点を合わせるのではなく、こんにちでは、工業や商業、伝
統的なサービス役務における法律家にとって実際に重要である分野におい
て、およそ考えられるすべての、法実務のためにも活動できるように法曹
養成は即応していなければならないのである。
第二は、法曹教育を受けた者の国際競争力が保障されていなければなら
ない。そして、この競争力の増強のためには、一方では、養成期間の全体
が短縮されなければならないが、他方では、それにもかかわらず、法律学
上十分に教育された法律家に求められる高度で、しかも移り変わる質的要
求に、内容上、応えられるだけの資質を備えさせるようにしなければなら
ない。
第三は、この法曹養成は、法律家が行く先々には、その職種を交替でき
るほどに、また、どの職種にも習熟できるほどの能力が?基本段階では>
確保できるように、十分な柔軟性をもっていなければならない。従って、
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法律上のすべての活動分野のための統一的職業像というのは、もはや、時
代遅れになっているし、また、それを描き出すこともできない（この指摘
の理解は難しいが、法律家は最初に選んだ法律専門職を、その後にも希望に応
じて変更できるとすべきであるから、基本的に「どの職種にも習熟できるほど
の能力が確保できるほどに養成されていれば」、初めから、全職種のための統一
的実務修習は必要ないし、また、そのように養成されれば、すべての法律職分
野に通じる統一的な職業像は考えられないということであろう）。
現在、技術革新の進展は、ますます速度を早め、経済秩序や社会秩序
は、ますます複雑になって行く状況を考慮すると、実際に、完全に養成教
育された『統一法曹』というのは、フィクションとなってきている。
有用であるのは、そのような『統一法曹』に代わって、『専門分化され
たジェネラリスト』である。つまり、十分な法律的学識の基礎、高度な体
系的展望及び堅実な手工業職人を超えた、自分の専門分野でのできる限り
包括的な知識を身に付けた法律家である。
なんと言っても、これまでの改革提案の発議は、ことごとく、挫折し、
水泡に帰してきたが、今度こそは、新世紀の初頭にあたり、ヨーロッパ共
同体への参画が要求している国際化に応ずることができるだけの改革を始
動させることが緊急に必要となっている。とりわけ、法曹養成は連邦政府
が支配的に決定権をもたなければならないのであって、各ラントの国庫の
利益だけが活動分野と活動状況を決定するようであってはならないのであ
る。
２ 『統一法曹』観念に基づく統一法曹養成に対する批判
FDP法案における『統一法曹』とは、わが国において一般に考えられ
ている法曹三者の資格が共通であるというコンセプトにとどまらず、画一
的な養成教育を受けた『均一法曹』であることを想定している。つまり、
理念的には、画一的教育を受けている以上、資格が共通であるだけでな
く、当然に、その能力も『均一』であることが想定されるはずであるか
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ら、その『均一能力』をもってする法律実務活動の状況も均質・均一であ
るという観念である。このように考えられる『統一法曹』＝『均一法曹』に
対して、次の三つの観点から批判している。
第一の観点は、統一法曹の理念に基づく『統一法曹養成モデル』に対す
る批判であり、第二には『裁判官資格の問題』、第三に『ヨーロッパへの
同化の問題』である。
第一 法曹養成の目的とされる『統一法曹養成の範型』に対する批判。
現在の法曹養成では法曹志望者がどのように異なった法律専門職を希望
するのであっても、その希望が無視されて、内容的には均一化された、統
一的な教育しかなされないという『統一法曹教育』＝『均一法曹』をモデル
としているのであるが、このような範型には、もはや、固執すべきではな
い。
というのは、ともかくも、法曹希望者がどのような法律専門職を目指す
にしても、それが国家により規制されている養成教育の終わりには、国家
試験に合格しなければならないが、その合格の成績が、どんなに良くて
も、悪くても、確定的かつ完全に法曹資格が与えられる。つまり、『完全
法曹』とみなされている。
しかし、『完全法曹』のうちには、実際には優秀な法曹も、そうでない
法曹も含まれているのが現実であるが、理念としての『統一法曹』という
のは、実は能力の『均一・画一法曹』であるべきことから、この両者は、
すくなくとも、同調しないのである。
というのは、こんにちの養成教育によって養成される『統一（均一）法
曹』であれば、誰でもが、きわめて高い地位をもつ法律万能者になると
か、どこに行っても通用する法律専門家であるなどと考えることは、いま
では、「おとぎ話し」にすぎない。そのような法律家のいずれもが、ドイ
ツでは、普通には有り得ないである。
それにもかかわらず、「完全法曹」をめざしてあえて統一法曹教育・均
一法曹教育を行うとすれば、中途半端で、不十分な専門化をこころがける
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努力のために、かえってジェネラリストとしての能力にも、また、各専門
分野において組織的に行動する者としての資質にも、疑わしいことになる
のであって、それは、中途半端な統一教育により身に付けたはずの特別知
識も現実には、間断なく変化する社会の諸要請には即応しきれないのと同
様である。
第二には、法曹養成の目的とされた『裁判官職の資格』の問題である。
法曹養成のおしなべての明確な目標を『裁判官職の資格』に適合させる
ということは、もはや、社会において全体的に一致した見方ではなくなっ
ているのである。
そのことは、実際にも、修習終了者の同一年次に「完全法曹」となった
者のうち、わずか２％よりも少ない者だけが裁判官職に就いていることか
らも、事実上、裏付けられているのである。行政職には、わずか３％であ
り、経済界、保険業界などの実業界には、18から19％、そして弁護士職に
は58％、さらには法律専門職に就けない者（失業者も含めて）は、およそ
20％はいるのである。つまりは、法曹養成の総体的目標としては『一般
的』でなければならないが、細目的目標としては、それぞれ『各別的』に
把握されていなければならないのである。
第三には、現在の法曹養成の目的とされる『ドイツ法曹のヨーロッパ同
化の問題』である。ヨーロッパへの同化の要求は、超国家的形成に編入さ
れるべきことの自覚を促し、また、新たな競争状態に突入した時代である
ことの自覚を促しているのである。ところが、後述するように、他のヨー
ロッパ諸国と比べてドイツでは、法律職開始年齢が高いこと、特殊専門教
育が不十分なことなどもあるが、ここで、特に、ヨーロッパへの同化を考
えるに当たって、指摘されなければならないことは、ヨーロッパでは、法
曹養成が国家の統制下で行なわれる国は少なく、いわんや、弁護士職の後
継者の全てを国によってのみ養成するところはない、ということである。
そこで、始めから、おしまいまでが、統一的に養成されるということ
は、養成の時期の点でも、期間の点においても、また、養成教育の範囲に
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おいても、根本的に、取りやめなければならない。
３ 大学の法学教育の二面性
FDP法案においても、法曹養成教育は、現行法におけるように、二段
階システムであるべきことを標榜している。いまとなれば、やはりそうな
るのか、となるところだが、この FDP法案が提出された時期に、あえ
て、二段階モデルを強調していたのは、その当時、司法大臣会議が一段階
モデルを唱導していたからに他ならない（ところが、ようやく、この一段階
モデルの行き詰まりも感じて、現行型の二段階モデルに転換がはかられようと
していた時期でもある）。
法案の二段階構成は、外見上は、現行ないしは当時の伝統型と同様であ
るが、しかしながら、その意味付けが異なっている。これは、分離修習を
採用するところからの不安もあったかとも思われるが、大学法学部教育の
充実をかなり強調している。もう一つは、当時、これから猖獗を極めよう
としていた、専門学校、あるいは卒業（経済）法曹との実力格差を明瞭に
する必要に駆り立てられていたのかもしれない。
このような背景から、大学法学部教育の段階には、要求が重くなってい
る。
一つは、この法学部教育の終了によって、どのような法律職業にも通じ
る一般的職業資格を与えるものとすることである。それだけに、この教育
は基礎的で統一的・標準的でなければならない、とされている。
そして、裁判官や検察官、弁護士などのように、国家が特別に法律をも
って定めている法律専門職に就くためには、この法学教育の段階の上に、
さらに、それぞれの専門職の需要に応ずるだけの、特別の追加的上乗せ教
育を各別に受けることが必要とされるが、それだけに、この追加的な特殊
専門職教育を確実にするためにも、その基盤となるだけの大学教育は、内
容的にも、その質についても、現状よりも、なお、いっそう強く改革され
なけれならない。その際にも、教育を量的に拡大して疎にするよりも、内
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容を蜜にすることが必要である、と断定する。そして、さらに、このよう
な基礎的で統一的な標準教育は、各法律職の交替が可能であるほどに、弾
力性を確保していなければならないが、ドイツの法律家の国際的競争力を
保障することができるためにも、義務的教育期間としては、なお、かつそ
の短縮が実現されるべきであるというのである。
従って、FDP法案における法曹養成教育は、自ら称して、『礎石モデ
ル』という。つまり、法律専門職教育のために、その盤石の『礎石』の上
に高層建築が構築されてゆくことができるように、堅固な基礎教育が行わ
れなければならない、というのである。つまり、大学教育は「法律家すべ
てのため、一般的に職業資格を与えることができるほどに確実な学問的な
基礎教育を行なうことから成り立たなければならないのである」。
また、FDP法案が想定しているような改革効果は達成することができ
るためには、その大学教育を終了させる試験は大学が自分の責任をもって
行なうべきである（多少は国による監督があってもいいだろうが、と妥協もは
かっている）。そうすることによって、大学間の競争を現実化し、その競
争結果のランク付けにより、名誉欲を刺激し、眠りこけている活性化の源
泉を震駭させることによって、改革が始めて可能となるというのである
（durch Wettbewerbsnotwendigkeit und Ranking-Ehrgeiz die schlummernden
 
Optimierungsressourcen mobilisiert werden）。
このようにして、各大学間で、自らの最善の教育提供とその教育効果を
を競い合うことができるし、また、できなければならないが、そのため
に、連邦による画一的規制よりも、各ラントの多様で弾力な工夫による創
意の方が望ましいと言える、という。
現在、ドイツでは、30あまりの専門学校が法律家を育成し、経済界はこ
れを歓迎しているし、さらに、大学を終了しただけの『卒業（経済）法
曹』（実務修習を行っていない）が増加しているところから、実務修習を経
て第二次国家試験まで合格した『完全法曹』も、労働市場では、彼らとの
競争を強いられている。そのためにも、「完全法曹」は、自分の特殊専門
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性を示すことができるように、体系的な理論知識と学問方法を身に付けて
いることを証明することができなければならないが、そのためにも、その
基礎段階である大学法学部教育が充実されていなければならないとされる
のである。
４ 分離・実務修習
この FDP法案が連邦議会に提出された時期には、その後に連邦参議院
法案のかたちで結実する司法大臣会議の審議は、1998年のロストック・バ
ールミュンデ会議と1999年のボン会議における構想とそれをめぐる論争の
段階にとどまっている。この改革構想は大学一任の一段階モデルであった
から、分離修習を提案する立場の弁護士界からの批判は、次のように、か
なりに手厳しくなっている。
司法大臣会議の提唱する法曹養成教育改革では、教育の内容もその成果
も質的な低下を招来させることは間違いないのであるから、この構想に
は、反対せざるを得ない。そもそも、この一段階モデルは、大学教育の部
分と実務実習部分に分けて、各部分を相互に交替させるようにしている
が、これでは、いずれの部分をも中途半端に分割している結果、どの部分
のためにも、根幹まで掘り下げた、実質的に実りのある充実した教育を著
しく困難ならしめるものである。
法律家となるための教育が、なんとも、手堅く、堅実であるべきである
とすれば、それは単なる知識を集積させることや『learning by doing』で
は、適切ではない。その法曹教育が、必要としているのは、むしろ、現実
の事実関係に適用される抽象的法規の、絶え間なく進展するが、秩序だて
られてコントロールされる実体化を訓練することである。その作業は、た
んに技術的な実務ではなく、高度な学問性を維持して、さらに、その深化
を徹底させて取組むべき任務なのである。このような点が、経営実務と管
理実務だけに、すべて正当な根拠を持たせて教育を行う専門法律学校の卒
業法律家との相違であるが、この両者の区別は、今後とも、明瞭に堅持さ
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れていかなければならない。実務修習は、その明確な区別を確実にするも
のでなければならないのである。
ところで、専門法律職に就くことを希望している者も、やがては、それ
ぞれ別々にそれぞれの専門職に就くことになるのであるから、それに就く
以前の段階においては、すべての志願者に対して、すべての特化された法
律専門職を準備する教育は必要ないし、いわんや、その教育のために、す
べての者に対しての特殊専門化された教育課程を設置する必要もない。
その専門分野とは司法分野であり、弁護士界であり、行政分野である
が、この三つの職業分野のために、それぞれ特別に実務修習が設定されて
いなければならない。そのような実務修習を希望するためには、つまり、
一般的な標準的基礎知識を習得したうえに、さらに、なお、高度化された
特殊専門分野別の上乗せ教育を受けたいと希望するためには、あるいはそ
のような教育を自らの職業目標のために必要とする者は、そのことを自分
自身で特別に申し出るとか、特別に資格の付与を求めなければならない。
そして、その実務修習のためには、成績の基準に従って採用され、かつ国
家試験をもって終了することにする。
この試験を国家試験とするのは、この、それぞれの法律専門職分野のた
めの追加的資格――しかも、それぞれ完全な平等性と、従ってできる限り
の相互転換可能性をもつ資格――を付与するのは、法治国家として、国家
機関が、この特別な責任を負うところに自らの権限をもつからである。
以上の実務修習のための分離修習の提案こそ、この FDP法案の眼目で
あり、また、この後になって、この法案が激しく批判されることになる焦
点ともなっている。
そこで、繰り返して、以上の提唱をまとめてみたい。
まず、司法大臣会議の一段階モデルでは、大学教育も実務修習も中途半
端になってしまうので、適切ではないし、他方、完全法曹のためには、専
門学校や大学卒業だけの『卒業（経済）法曹』とは、区別されるだけの特
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殊専門的知識の教育は不可欠である。
だからといって、大学の一般的標準教育を受けて法律専門職を志す者に
対する実務修習では、現行制度のように、すべての者に対して、すべての
専門分野にわたる実務教育を当然のように実施する必要もない。
①各専門を志す者が、自ら、各専門別の教育を受けることを申し出て、
②それが許された場合にのみ、実務修習を受けることができることにす
る。そして、③この実務修習のためには、成績の基準に従って採用され
る。④その実務修習を終了した後の、試験は国の責任で行なう国家試験で
ある。弁護士のためにも、国家試験であるが、その具体的実施について
は、弁護士界が担うことになる。⑥しかも、各専門分野別の職業に就いた
後にも、各職とも完全に平等であるから、相互に職業の転換が保障され
る。
５ 財政逼迫の原因は統一法曹養成にある
目下のところ、国（ラント）の司法予算は、きわめて強く節減の必要に
迫られているにもかかわらず、相もわらぬ勢いで増大している。その原因
のひとつが実務修習制度の費用の支出が、あまりにも爆発的に過大になり
すぎているところにある。この財政的負担の逼迫は、司法の他の分野のた
めに必要な財政必需をますます抑圧しているが、現在のところ、この恒常
的に続く膨張は押しとどめようもなくなっている程である。
この原因は、どこにあるか。それは、ひとえに『統一法曹』をめざす
『統一法曹養成』にある。というのは、『統一法曹』をめざす以上は、第一
次国家試験の合格者のすべてを、全く平等に『完全法曹』にすべく養成し
ようとすることが、国家の義務となり、また、その養成を、国家が独占し
ているのであるから、第一次国家試験の合格者のすべてを実務修習に抱え
込まなければならないことになる。そして、その反面として、合格者は、
国家に対して、実務修習を受けることを当然の権利として要求できること
になっている。こうして、合格者数が増加すれば、修習制度の費用は増大
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し、ラントの司法予算を圧迫することは必然的である。
そこで、この費用の増大に対処するためには、その原因を除去ないし、
改革する以外にはない。つまり、改革の目標の一つは、息も切れぎれに困
窮に喘ぐラントの司法予算の重圧を解放することであるが、そのために、
修習を開始するための待機期間をもって救済しようとするむきもあるかも
しれないが、そのようなことは、法曹を志す若者の全体に対して、責任を
理屈抜きで回避しようとすることである。しかも、現在では、この待機期
間はどうしようもなく延長されるているのである（ラントによって、多少
は異なるにせよ、24ヵ月にもなっているところがある）。そして、この結果
は、それでなくとも、長期になっている養成期間を、さらに長引かせるこ
とになっている。
そうなると、解決の方法は、もはや、法律専門職を目指すすべての者
を、いやでもおうでも、実務修習に追いやることはしないようにすべきで
ある。大学の終了に法律職業の一般的資格を与えることも、その一つの解
決策であるが、さらに、法律専門職のために、実務修習が必要であるとし
ても、この三つの法律職業分野の修習のためには、厳しく選別された後継
者だけが、逼迫した財政状況のなかからでも、その教育的財政支出を要求
することができるようにすべきである。
もっとも、だからといって、学部と専門領域における法律学の土台教育
の改善のためには、ラントの文教予算における必要な増額は、やむを得な
いことである。
６ 国際競争力の増強の必要
ドイツの法曹養成改革の試みは、これまではことごとく破綻し、失敗し
てきたが、現在の国際動向を重視すれば改革の実現は焦眉の急にあること
は繰り返してきたところである。EUのアムステルダム条約による、ヨー
ロッパ共同体の『自由と安全と権利の保障の地域』の確立に当たり、ドイ
ツでも、いまや、それに対応できる、緊急に刷新された大胆な改革の集中
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的な始動が必要となっている。
もっとも、かなり以前から EUへの統合により、外国の法律家との比較
と競争がますます激化していた。それは、隣国からの法律家がドイツに定
住して、腰をすえて弁護士を開業したり、逆に、ドイツの法律家がヨーロ
ッパの法制度に溶け込み、あるいはＥＵの国家において法律的職業活動を
行うなどの現象に表れている。
それだけに、ドイツの現行の法曹養成制度としては、ヨーロッパ諸国に
対して国際競争力を維持増強できるように、エネルギッシュに改革される
ことが必要となっている。
ところが、ドイツの法曹後継者たちの法律的職業の開始年齢は、EU諸
国の法曹後継者たちのそれと比べると、極めて高く、また、即戦的な専門
知識が不十分であり、ときには、法的現実に対応できる特殊専門知識の確
実性が乏しいことが問題である。
具体的に言えば、外国の法律家の方が、通常はドイツの法律家よりも、
はるかに法律専門知識を備えていることが多いが、そのことからも、ドイ
ツの大学における専門知識教育の努力は不十分であることが認識されなけ
ればならないし、また、実務修習の段階でも、その専門知識の特殊化と拡
充化がはかられなければならない。
そこで、国際的競争力を増強するためには、法律的職業の開始年齢を若
年化するためにも、現行の法曹養成の教育期間は全体として短縮されなけ
ればならない。しかしながら、そのような期間の短縮にもかかわらず、法
曹養成はその終了者のすべてに、法律学の教育を十分に受けた資質をもつ
法律家として育成すべきこと、つまり、絶え間なく変化する高度化された
社会的要望に応えられるだけの資質を育成することが求められている。
そして、最後に指摘されなければならないのは、外国における法律家
は、本質的には、国家統制のもとに育成されて、職業準備をするというの
はほとんど見られないということである。ことに、ヨーロッパのいかなる
国でも、すべての弁護士後継者を純然と国家だけにより養成しているとこ
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ろはないことには注目すべきである。
三 FDP法曹養成改革法案
この法案は、三つの部分から成り立つ。第一章『ドイツ裁判官法の変
更』、第二章『ドイツ弁護士法の変更』、第三章『公務員法の変更』、第四
章『経過規定』である。ここでは、このうちの第一章と第二章だけを取り
上げている。
? 『ドイツ裁判官法の変更』
『ドイツ裁判官法の変更』で改正が企図された規定は、５条（裁判官資
格）、５ a条１項（大学教育）、５ b条１項１文（実務修習）、５ c条１項
（実務修習期間の算入）、５ d条の２、３、４、５、６項（第一次試験と第二
次国家試験）、６条（修習認可の要件）である。
１ ５条 「裁判官資格」
（１）裁判官職の資格は、大学における法律学の教育を受け、それに対応
する試験（大学教育終了試験）に合格し、ひきつづき特定の司法実務修習
を終了して、国家試験に合格した者が取得することができる。大学教育と
実務修習とは、相互に接合していなければならない。
（２）裁判官職の資格は、次の者も取得することができる。同じく、大学
の法学教育を受け、それに対応する試験に合格した後、司法実務修習と等
化値をもち、かつ、弁護士職の資格のために国家が責任を負う実務修習
（弁護士修習）を終了し、あるいは一般上級行政職の資格取得のための実務
修習（行政修習）を終了して、国家試験に合格した者である。
「立法理由」
まとめてみると、次のようである。
この新たな５条１項では、現行の規定に即応はさせているが、これまで
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の大学教育終了のために（第一次）国家試験が必要であるということをや
めて、もう少し、細かく組織化された仕組みの中で開かれた試験に代える
ことにするという。つまり、FDPによる法曹養成改革法案では、この試
験は大学の試験であるべきであるという方向をとっている。それは、この
大学教育終了試験が各大学間のランク付け効果と相互間の競争効果により
大学教育の質的条件を最高に活性化させることになるからであると考える
のである。
しかしながら、その仕組みをどのようにするかは、ラントの立法者にま
かせておくべきであると考えた。なぜなら、この仕組みのためには、連邦
制の多様性は、阻害よりも、むしろ活性化させることに役立つからである
が、大学で行われる試験の実際の規制も、それぞれのラントの立法者の工
夫に任せることにしたのである。
他方、これまでは、実務修習のための法律の規定は『司法』実務修習の
形態を対象としてきたが、しかし、実務修習には、他にも、それと並行す
る二つの修習があることを明確にすることによって法律の規制も限界づけ
ることにしたのである。
そのことを、本条２項が明文をもって定めているのである。つまり、司
法修習?裁判官修習>の他に、弁護士修習、行政修習と名称されるべき修
習である。ここで重要なことは、この三つの実務修習の態様が等価値とし
て扱うべきことを規範的に義務付けていることである。
２ ５ a条 １項
これまでの裁判官法の規定では、大学法学部の教育は、「３年半」とな
っていたが、この法案では『すくなくとも』３年半とし、「第一次国家試
験」となっていたところを『大学終了試験』として、さらに在学期間が
「すくなくとも２年間」となっているところを 『すくなくとも２年半』
というように半年を延長している。
「立法理由」
大学在学期間について『少なくとも』という文言を挿入したのは、学生
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に能力のあることを自分で証明することができるようにして、さらに、大
学教育の質が重要であることを強調できるために、在学期間の延長の可能
性をラント法や大学規則にまかせることにしたのである。というのは、こ
のような在学期間の延長は、ドイツの大学間の教育成果を競い合うために
は必要不可欠だからである。こうして、就学期間を「最小限度の在学期
間」に変更したものである。
３ ５ b条
（ａ）１項１文は、これまで、ただ、「実務修習」となっていたところを、
『司法』実務修習と書き換えている。
（ｂ）２項１文は、ラント法が定めることができる修習箇所について、１
号と２号だけを定めていたのであるが、法案は、それに３号を加えた。
その３号によると、ラント法は、弁護士法による弁護士修習、公務員法
による行政修習を行なう最初の修習箇所を定めることができるが、この修
習の開始からの期間は、三つの実務修習とも統一的な準則に従って行われ
ることを定めることができるとされている。
「立法理由」
三者の修習は、いずれにしても、この義務的修習箇所を終了しなければ
ならないのであるが、この三つの実務修習の始めには、共同に行うことが
できるようにするものであり、それは、実務修習の運用・管理を簡略化す
る可能性を定めたというだけではなく、三つの実務修習の等価値性と相互
の変更可能性を確保することにある。
４ ５ c条
これまで、ただ、「修習では」となっていたところを『司法』実務修習
における修習に置き換えただけである。
５ ５ d条
a）第２項
（２）大学教育の終了試験は、一般的な職業資格を与え、国際的に承認さ
れる特有の学位を授与する。この大学教育の終了試験の出題は、大学教育
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が第４学年を終了した後に行われることを考慮しなければならない。口述
試験は大学教育のすべてに及ぶ。
ラント法の範囲内で、各大学は自分の大学が提供する教育課程の条件、
資格付与に必要な要件、教育課程の経過を定めることができる。
「立法理由」
この新規定は、大学教育終了試験に合格することに、とりわけ完全な職
業資格を証明することに加えて、大学修了による学位の授与をできる程度
までに、教育内容の価値を高めることにある。また、この新規定は、さら
に、それを超えて、各大学が大学教育の細目までをきめることができるこ
とを定着させようとするものである。
ラント法の立法者は、一方では、各大学の教育環境を最高の状態にする
ために、どのようにでも努力の限りを尽くすことができるように、その条
件を定めることができるが、しかしながら、他方で、大学（ないし学部な
り専門領域なり）が独自に、その教育提供を計画したり、作り上げること
ができる余地をできる限り広く大学にまかせて、それを維持・確保できる
ようにしたのである。そこで、このような関係を、第６項の新規定は、も
う一度あらためて明文をもって強調している。
b）第３項における「第二次国家試験」を『司法実務修習を終了する国家
試験』に換える。
c）第４項１文における「第一次試験及び第二次試験において」を『大学
教育終了試験並びに司法実務修習を終了する国家試験において』に換え
る。
d）第５項は、第１文の「第一次試験」を『大学教育終了試験』に換える
ことにして、第４文の「ラント法は……をできる」に換えて、『ラント
の法の枠の中では、各大学が……』とする。
ｅ）第６項は、
（６）詳細は、ラントの法が定めるが、そのラントの法の枠の中では、大
学教育及びその終了試験については各大学が定めると変更する。
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６ ６条
（１）実務修習開始の認可は、その希望者が第５条による大学終了試験を
他のラントで受験したことを理由に拒絶してはならない。資格にもとづく
認可については、採用試験が決定する。詳細はラント法が定める。
（２）この法律の効力の範囲内のラントにおいて行われた実務修習の期間
は、すべてのラントにおける修習の期間に算入される。この法律の効力の
範囲で、第５条により裁判官資格を取得した者は、連邦及びすべてのラン
トにおいても裁判官資格を有する。
「立法理由」
まず、この条項の変更は、ほとんど、上記の改正の趣旨を一貫させるた
めである。その他の点では、司法実務修習の志望者の質による選抜は、採
用試験の方法で行なうことを定めたものである。そうすることによって、
大学の試験結果は名目上、多少は重視されなくなったが、信頼できるほど
にきびしい大学教育を受けてきた受験生に機会の均等を保障する一方、卒
業生の成績が良かったり悪かったりすることの大学の責任の帰趨を明らか
にするものである。
? 連邦弁護士法の変更
これまでの弁護士法４条が、弁護士として認可される者として裁判官資
格を有する者と規定しているが、それに『４ a条により弁護士職の資格
を有する者』を加えている。
そして、注目したいのは、この「４ a条」による資格付与が、裁判官
資格の「前に」に位置づけられていることである。これまでも、本来、弁
護士法である以上、「裁判官資格をもつ者が、弁護士資格ももつ」という
のではなくて、「弁護士資格をもつ者は、裁判官資格ももつ」と規定して
もよかったからである。
「立法理由」
この新たな根本規定の趣旨は、『弁護士職のための特定資格』を設置す
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ることにある。この発端は、①弁護士活動が、これまでのように裁判所の
面前での訴訟代理に限られていたのと異なり、こんにちでは、さらに拡大
されて裁判外でも積極的に行われているという状況にあること。②法曹志
願者の圧倒的多数が、まさにこの弁護士職に殺到しているという状況を斟
酌しているのである。
そして、上掲のドイツ裁判官法５条２項の新たな規定や連邦公務員法19
条１項２文の新たな規定では、三つの実務修習が定められて、その等価値
性を定着させているが、しかも、それが裁判官職、弁護士職、上級公務員
職の間の融通無下の変更とそれぞれの実務の高度の実践を確実にしている
のである。
４ a条 弁護士職の資格
（１）弁護士職の資格を取得する者は、大学で法学教育を受けて、その試
験に合格し、引続き弁護士修習を経て、その国家試験に合格した者であ
る。大学教育と実務修習は相互に接合していなければならない。
（２）大学教育については、ドイツ裁判官法５ a条が適用され、大学終了
試験については同法５ d条１、２、４、５項が準用される。
（３）弁護士実務修習は２年とする。その修習は、先ずは、次の義務的修
習箇所で行われる。
１ 権利関係の相談及び権利形成の実務を行う弁護士
２ 法廷実務を行う弁護士
３ 民事裁判所ないし刑事裁判所あるいは一般行政裁判所
４ 行政官庁、保険会社、サービス役務企業
５ さらに、修習生の選択による修習箇所で行う。その選択的修習箇所
は、ラント法により重点的に統合された次の箇所から選択することが
できる。
a）義務的修習箇所
b）弁護士アカデミー
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c）公証人
d）連邦ないしラントの立法機関
e）労働組合、経営者団体、経済的、社会的ないし職業的自治団体
f）経済的企業
g）超国家的、国際的あるいは外国の修習箇所ないし外国人弁護士
h）その他、適切な修習を保障する修習箇所
ラント法は、この他、修習箇所として次のように定めることができる。
１号 適当な範囲内で義務的修習箇所として超国家的、国際的あるいは
外国の修習箇所ないし外国人弁護士のもとで修習することができるこ
と。
２号 ３項３号２文が定める修習は、労働裁判所、財政裁判所、あるい
は社会裁判所でも行うことができること。（原文にはあるが、以下省略
する）
（４）詳細については、ことに、修習箇所のあり様、修習生のための適切
な財政支援、試験機関の構成については、連邦司法大臣が連邦弁護士会の
了解のもとに連邦参議院の同意を得て法規命令によって定める。この法規
命令は、連邦議会がその伝達後の４週間以内に異議を提起しない場合、ま
たは異議を放棄した場合にのみ発効する。連邦議会の、すくなくとも、党
派を結成するのに必要なほどの多数の構成員により異議が申し立てられた
場合には、連邦議会はこの法規命令を審議事項に取り上げなければならな
い。
国家試験についてはドイツ裁判官法５ d条１項ならびに３項から５項
までを準用するが、それに関する、ラント法の規定は、弁護士会の了解の
もとに定められる。複数の弁護士会がある場合には当該のラントの弁護士
会の了解のもとに定められる。
「立法理由」
「この弁護士法４ a条の新たな規定は、これから設置される『弁護士実
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務修習』のための強行規定として意味をもつものであるが、司法実務修習
に相当する規定であることを指摘するとともに、とりわけ、義務的修習箇
所と選択修習箇所を確定しているのである。
弁護士アカデミーにおける教育は、当然のことながら、その設置をまつ
ことになる。
その他の詳細は、連邦司法大臣の同意義務のある法規命令にまかされ
る。ここでは、新規の教育構造にとってきわめて重要かつ微妙な規制が問
題になっているのであるから、後はドイツ連邦議会の議決による最終決定
だけが残されている。かてて加えて、この法規命令のためには、また場合
によって、それと異なる各ラントの試験についての規定のためにも、弁護
士界の了解が必要である。つまり連邦のレベルでは連邦弁護士会の、ラン
トのレベルではラントの弁護士会の了解が必要的である。
『修習生の財政補助』を取り上げることも、法律に規定される基準の中
に取り込むことも重要である。というのは、弁護士修習においては、勤務
した分の適切な報酬をもってのみ、他の実務修習との等価値性が保障され
るからである。
なお、この法案は以上の条項に引き続いて、第３章として『公務員法の
規定の変更』、第４章には『経過規定』を提案しているが、本稿では省略
する。
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四 連邦議会における各政党の意見
――第一読会における批判――
序
このようにして作成された、FDP法案は、2000年２月11日にドイツ連
邦議会に提出された。そして、立法手続における慣例に従い、まず、2000
年６月30日の第一読会で、各種委員会に送付されることが決議された。
この第一読会での、FDP法案の審議における議論の模様はわからない。
ただ、この第一読会において、FDP法案は、この日の最終議題（第24議
題）として上程されたが、議長は、この法案に対する各政党の代表者の発
言が議事録に収録されるとだけ報告し、この法案を所定の各委員会に送付
することを提案して、賛同が得られたところで、議事の終結を宣言して
(11)
いる。
送付された委員会は、法務委員会の他に、内務委員会、社会・労働委員
会、教育・研究委員会、EU連合外務委員会である。
法務委員会は2000年10月11日の第62回には、この法案についての公聴会
を実施する予定があったために、この法案審議の延期を決議しているが、
たしかに、2001年１月23日には、各界からの専門家による公聴会を開催す
ることが決定されていた。
その一方、法務委員会の小委員会は、審議を続け、2001年１月23日に
は、その中間報告を行っている。その内容は、大体、この法案のために立
法理由としているところをまとめたものであり、それに対する反対意見や
批判は見当たらない。報告することだけが目的であったためであったのだ
ろう。
2001年５月16日に公聴会が実施されて
(12)
いる。それと同時に、予め、質問
条項を設定して、公聴会の同じ専門家たちに文書による意見を求めた。
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その後、連邦議会では FDP法案については二度と審議されることなが
なかった。だから FDP法案にとってはこの第一読会だけが連邦議会の審
議であった。かえって、法務委員会は連邦議会では否決されるべきことを
勧告する決議を行ったのである。そして、2002年３月21日の連邦議会の第
２・第３読会では、この否決勧告を承け容れて FDP法案は否決されるこ
とになった。もっとも、それと同時に、2001年９月27日に提出されていた
ドイツ連邦参議院法案も否決され、2001年10月17日に提出された SPD・
連合90╱緑の党の法案が、法務委員会の修正を経て可決されている。
このように、FDP法案は、結局、連邦議会で否決されることで決着が
つけられたのであるが、それも、その以前に行われた公聴会における口頭
陳述の意見、それに、この後に続く、各専門分野からのアンケートの質問
に答えた文書による意見では、提案者の FDPや弁護士界を除けば、かな
り、厳しく批判を重ねた反対意見ばかりであったので、この否決は、すで
に予測されてはいたところである。しかし、そのように方向づけた前哨戦
が、この第一読会における各政党の酷評に終始していた意見陳述だったの
である。
それでも、当時の法曹養成改革の論議が、ドイツで四分五裂に錯綜して
いた最中に、不動の安泰の地位にあった統一法曹とそのための統一法曹養
成論に対する挑戦として FDP法案があったからこそ、それをたたき台と
する各方面からの各問題点の甲論乙駁によって、現行法曹養成のあり様に
対する猛省を促しながら、次第に一つの方向にまとまっていったのであ
る。その契機となったのが、他ならぬこの第一読会における反対意見だっ
たのでの
(13)
ある。
一 提案理由の説明
――自由民主党 Jortzig（FDP）――
法案の説明は、法案提出者の一人である FDPの Jortzigが行なってい
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るが、その趣旨説明は、これまでの FDP法案の提案理由のなかですでに
明らかにされてきたのとまったく同様の内容をくりかえしているだけであ
る。
それを箇条書きにして、要点をあげると、①まず、大学教育とその終了
試験の合格者には、法律家として認められる一般的職業資格を与えるべき
であるという。もっとも、その現行の大学教育は、もっと緊縮され、再構
成され、改善されなけばならないが。②大学教育の終了は、そのような職
業資格が与えられるにとどまり、さらに、国家が責任を負わなければなら
ない専門的法律職の活動が許されるためには、この大学教育のうえに「う
わのせの追加的実務教育」（実務修習のこと）を受けなければならない。こ
の実務修習は、志望者の選択により、それぞれ司法、行政、弁護士の三部
門に分けて行われる。③この「うわのせ追加的実務修習」は、それぞれの
部門における国家試験をもって終了する。そして、この三者の試験は他の
二者と同質、同格である。④さらに、この三部門の相互流動性は保障され
なければならない。⑤第一次国家試験に合格した者が、これまで、当然に
は受けることができた一般的な修習制度は、これからは存続しないことに
する。
そして、Jortzig自身は、これを『ネプチューンモデル』と名称してい
るが、意味は不明である。なお、個々の問題点について、望むらくは、委
員会の協議において詳細を討議してほしい、と付け加えた。実は、この発
言が、かなり、微妙な影響を与えているのであって、この意味が「法案に
は未完成の部分もあるから、委員会を設置して、詳細に具体化する補完を
してほしい」というようにとらえられている。そのような発言は、この法
案が不十分であることを自認しているようなものである。
Jortzigは、さらに、発言を続けて、「この FDP法案は、ほとんどのラ
ントで迎え容れられている、司法大臣会議の一段階モデルとは対立はして
いるが、しかし、この FDP法案モデルは、ぜひとも必要な改革需要と緊
縮需要を、決して質の低下をもって、あがなうようなことをしてはいない
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し、むしろ、内容的に積極的に向上させることになっている。このこと
が、司法大臣会議の一段階モデルに対して優越する点となっている。その
点が理解されるべきである」。
「従って、この FDP法案こそが、今後の法曹養成のとるべき決定的な
方向として示されていることが承認されるべきなのである。というのも、
十分に教育され、十分に職業準備を積み上げてきた後継者たちだけが、将
来にわたって、社会が法律家に期待している高度の質的要求、つまり、法
律学を十分に学び、ヨーロッパに適応している法律家だけに期待できる需
要に応ずることができるからである」。「このような理由から、FDP法案
についての審議が緊急に進捗し、終局的に結実されることを希望する」と
結論している。
そして、このように結論する前提として、まずは、現行の大学教育、実
務修習のあり様を批判して、FDP法案が示している改革が必要である根
拠を、次のように論じている。
すでに久しい以前から伝統的な法曹養成は破局に直面していることが明
確にされてきた。大学教育は、かなり以前から、合理的な本道を外してい
る。その教材たるやあまりにも多過ぎて学問的方法をもってしては、もは
や効率的な進展は望めないし、法学部自体も不十分にしか構成されていな
い。また、実際の就学期間は、依然として長すぎる。本来、このような状
況を変革する権限は、結局は、ラントがもっているはずである。ところ
が、裁判官職、弁護士職、また上級行政職の認可規定については、連邦が
基準的な方向づけをおこなっているのである。
そこへもってきて、現在、法律職の完全な資格証明のために必要不可欠
であることは、実務修習を受けて、第二次国家試験に合格することである
が、その今日の形態たるや、トータルとしては、いかにも古びてしまっ
て、非効率的でありすぎる。経済界も弁護士界もかなり以前から、このあ
り様に対して、長いこと、批判を続けてきたが、現に、第二次試験の合格
者のうち、わずか３％しか裁判官職、検察官職には就けていないのにもか
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かわらず、実務修習のためには裁判官職に中核的な重点をおいて、しつら
えられているのである。
また、『通常』の後継法曹にあっても、当然のことながら、外国語能力
の強化がはかられていなければならないし、経済学、政治学、社会学にも
精通していなければならないところである。だが、さらに重大なことは、
競争が激化するヨーロッパの法的職業市場での活動のためには、ドイツの
法律職開始年齢は、EU諸国の競争相手よりも高齢であってはならないは
ずである。しかし、実際には、著しく高齢化しているのである。
ところが、以上のようなことは、いずれも緊急にも改革されなければな
らない問題であるが、その解決は、伝統的な実務修習教育では決してもた
らすことができるものではない。かてて加えて、各ラントは、高額にのぼ
る実務修習の費用の苦難を訴えているが、それは全体としておよそ10億マ
ルクにもなり、その負担のために、司法予算が圧迫されていることが、な
んとしても改革を進捗させるべき要因となっているのである。
以上をまとめて革新の需要が緊急に要求していることに対する回答とし
ては、およそ、なまじっかの中途半端ではなく、大胆で根本的な変革にな
るようでなければならないところである。つまり、この回答は、次のよう
な現実を考慮しなければならない。
それぞれの法律職の目標の変化、職業志望にかなう就学期間の短縮、国
家の財政のしくみの健全化であり、また、社会が要求している条件の変
化、進展する専門分化、それに『ヨーロッパ』への同化などの現実などに
対する適切な対応である。
しかも、改革すべきは、実務修習の段階だけではなく、大学教育の段階
にも及ばなければならないと、Jortzigは、強調する。
しかし、Jortzigのこのような FDP法案の立法理由の内容の説明にも
かかわらず、第一読会では、それに対する批判と不支持だけが続いてい
く。
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二 FDP法案に対する批判
? 社会民主党 J.Stu?nker（SPD）
１ FDP法案は未完成のままにとどまっている
FDP法案は、自ら、その表題として『法曹養成改革法』と名称してい
るが、到底、その名称通りの『法曹養成の改革』の名には値いするもので
はない。むしろ、いくつもの症状を素人療法であちこちとこねくり回して
いるだけであって、かえって中途半端になっているのである、と Stu?nker
は手厳しく酷評している。
Stu?nkerの FDP法案に対する批判の基準は、司法大臣会議の一段階モ
デルにある。もう少し待てば、司法大臣会議の一段階モデルは完結された
かたちで具体的な姿で登場するし、各ラントとも、この養成モデルに賛同
しているのであるから、法曹養成はこの原則に従うべきである、という。
つまり、Stu?nkerによれば、「現在の時点で連邦法法案として提議されて
いる FDP法案は、連邦および各ラントが、司法大臣会議の枠の中で力を
合わせて、なんとか、改革の実現を努力しようとしているところに対して
その反対の方向に働きかけているのである。したがって、この限りでは、
きわめて非建設的なものである」と決め付けている。
ともかくも、まもなく、司法大臣会議の提案が立法化されるだろうが、
もしも、この司法大臣会議の枠内での合意が、結局、得られないことがあ
るとすれば、そのときにはこの連邦議会における立法の主導権は、不可欠
的に必要となる。しかし、現時点では、司法大臣会議の決議は合意に達す
る十分な機運があるので、それを度外視して、それとは別に連邦法を慌た
だしく制定するようなことは慎むべきである、とする。
２ 法曹養成の現状の認識
Stu?nkerも法曹養成教育の現状が、緊急に改革する必要があることを強
調しているが、その理由として指摘している現実は、FDP法案の提案者
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の指摘している現実とまったく同じであることが注目される。しかし考え
てみれば、ドイツの法曹養成の現状の認識である以上、同じになるのは、
当然と言えば、当然のことではある。ただ、養成改革の方法が根本的に異
なっている。
Stu?nkerの指摘しているところを箇条書きにしてみると、①ここ、数年
来、法学部には学生が殺到してくるから、ここは大混雑し、大学はそれに
苦労している。②そのために、法学教育の質が、実際に被害を受けてい
る。③法曹人口の問題も、目下のところ、伝統的な法律専門職として活動
しているのと同じくらいの数の若い者が大学で学んでいるが、その数だけ
も、やがて法曹界に参入してくることを考慮しなければならない。④学生
の予備校へのしたたかな依存の度合いは、教育内容や試験の要求基準にな
げかわしい劣化を生じさせている。⑤その典型が試験の合格だけにしがみ
つく学生の学習態度に表れている。⑥例えば、現在では、法のヨーロッパ
化による新たな要求などに必要とされる徹底的な体系的理解に代わって、
無理やりに詰め込まれるバラバラな断片的知識の習得に終始している。⑦
修習生の修習後の職業は、実際には、国家公務員職・司法官職以外の職業
であることが圧倒的に多いのにもかかわらず、これまで実務修習は国家公
務職・司法官職に眼目を置いている。だから、例えば、弁護士に必要な権
利形成の修習は欠如しているのである。⑧全般的に、法律実務のために必
要な準備が不十分きわまる。⑨法律専門職の活動の状況は法律家の能力の
拡大を要求している。例えば、経営学の知識、社会的対応力、チームワー
クの能力などを必要としている。?教育を受けて数年も経った後でも、な
おも試験の不合格率が高いことは、学生に対して責任を負っていないこと
である。?実務修習が開始するまでの待機期間が、現在も12ケ月も超える
ようなことを、若者たちに我慢しろとは要求はできないし、国民経済にと
っても無責任きわまりない。このようなことが放置されているが、その改
革はぜひとも必要である。
ところが、このような状況の改革を実現するためには、FDP法案は決
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して有用な手段ではない、と Stu?nkerは断定し、冒頭に紹介したように、
司法大臣会議の結論をまつべきであるとくりかえし強調している。
３ 司法大臣会議の結論を待つ理由
Stu?nkerによると、連邦政府と与党である SPDは、司法大臣会議、内
務大臣会議、学術省、財務省の所管が一段階モデルの方向に向かって一致
協力して努力していることを、まず、歓迎している。そして、本来、法曹
養成は、その本質的部分はラントの専管であるが、連邦の役割の重大性も
認識されるべきであるとする。ことに大学教育の重要な領域については、
連邦規模では必要に応じて枠だけを定める大綱的法律が必要であるし、他
方、とりわけドイツ裁判官法については連邦規模の枠の取り決めが可能で
ある。そこで、一方で、ラントの司法省の賛同のもとに、他方で連邦が法
曹養成の基本のあり様を大枠をもって決定することは秀れた方策の取り方
であると考えられる。そして、そのような方策をとることができるのは、
連邦の司法大臣会議だけであり、また、この会議の努力の成果によって実
現できるのである。このために、われわれが支持しているのは司法大臣会
議のそのような努力であり、そこでは、近い将来に――今年の秋にもあり
うることであるが――最終的に合意に至るものと確信している。このよう
な合意を基礎として、連邦と各ラントとの間に立法プロセスでの同調が実
現されるはずである。
誤解を生じさせないために次のことを注意しておきたい、と Stu?nker
念を押している。われわれが目指してきた大司法改革の分野のなかでも、
ことさら、法曹養成教育は重大であると認識している。だからこそ、これ
を基本的に改革することは、今後のドイツの法文化の発展に重大な局面を
迎えることになるはずである。現在の時点では、司法大臣会議での合意の
ためには十分な機会が残されているので、ここで、連邦法の制定を急ぐこ
とはない、と FDP法案の可決に待ったをかけている。
４ FDP法案の疑問点
Stu?nkerは、ここに提出されている FDP法案は、内容的にも時代の最
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先端にあるとは言えないし、率直に言わせてもらうならば、十分に考え抜
いたものではないように思えると断じて、以下では、この法案に対して本
質的な批判がなされるべき要点をまとめて述べるとして、６つの疑問点を
あげている。
第一 法曹養成の根本的な改革は、大学教育と実務修習とを十分に適切に
包括したものでなければならない。このような改革が達成できるのは、教
育の全体に必要な改善を行い、理論と実務のかみ合わせを適切に行うこと
によってだけである。この理論と実務のそれぞれの両方に貢献することが
ないような改革は、中途半端になることは必定である。そして、この
FDP法案では、大学教育の将来の在りようの範囲がまったく欠如してい
る。これでは、もっぱら、修習制度の廃止ないし転換だけにつきることに
なるし、その結果、修習制度をあまりにもぞんざいに評価することだけに
終始することになる。
第二 FDP法案は、統一法曹養成廃止への方向転換をはかっている。し
かし、これはきわめて重大な誤りである。
そもそも、この統一法曹養成モデルは、反論の余地のないほどのすぐれ
たものであり、数多くの外国からの羨望の的になっている。ドイツでは、
この制度により、例えば、他の諸国と較べて、法律専門職の間の離反と対
立がそれほどには生じていない。それに、だれでも、特定の職業の内容を
十分に識ることができる以前には、その特定の職業への自分の適否の判
断・決定を強制されることはあり得ないはずである。
修習が拡げることができる広範な視野は、その終了者のためにより適切
な職業的展望を提供している。法律職がどのように特殊専門分化がなされ
ようとも、法秩序全体を展望できることは必要不可欠であるところから、
まさに、法のヨーロッパ化の様相を見ると、十分な法律一般の教育がます
ます重要になってきていることを思い知らされるのである。さらに、統一
法曹モデルは、各人の収入とか、社会的地位あるいは個人的な人脈関係と
は関係なく、どの法律的職業にも対等に参入できることを、すべての人に
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保障しているのである。
第三に、この FDP法案は、弁護士、司法、行政の領域のために、二段階
養成モデルに執着しているが、これは、司法大臣会議の決議に反するし、
また、連邦規模の改革論議における圧倒的多数の見解とも抵触する。それ
はともかくとしても、実務をも統合した大学教育に一元化した法曹養成モ
デルには、現に幅広い賛同が得られているのである。
第四は、弁護士修習場所の不足の点である。およそ、弁護士のもとで、報
酬をもらって修習する修習期間について、具体的には規定をもって定めて
いないところから、修習場所の十分な数は確保できないという危険があ
る。
第五 また、FDP法案による弁護士修習のあり様では、国家の不可欠な
影響がもはや働きかけられないことになろう。私の見るところでは、司法
の独立した機関としての弁護士の修習のためにも、国家のこのような影響
力は確保しておくことがどうしても必要であると思われる。
第六 最後に、私は、この法案には、それ自体に、整合性はないと考え
る。というのは、FDP法案は、統一法曹を根本的な衡量から廃止しよう
としているにもかかわらず、この法案においても、弁護士、司法、行政の
領域のために、統一法曹が、結果としては、完全に、維持されているので
ある。というのも、法案では、なるほど、それぞれの分野のための分離修
習とそれぞれの終了試験を行うことを取り込んでいるが、しかしながら、
その結果として、どの分野の終了も、それが他の分野の職業に就く資格を
与えることにしているからである。
従って、結論として、この FDP法案に対しては、次のような印象を後
に残す。それは特別な実務修習の『針の穴』を通り抜けて弁護士職に就く
ことができる資格を与えるようにコントロールし、かつ、そのように限定
することができる可能性を弁護士界に認めるべきであると要求していると
いう印象である。しかし、そのようなことは、法曹養成の責任のある改革
の基準ではあり得ない。
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以上のように批判して、Stu?nkerは FDP法案に反対し、司法大臣会議
の提案する一段階養成方式が採用されるように結論している。
? ドイツキリスト教民主同盟╱キリスト教社会同盟 N, Ro?ttgen
（CDU/CSU）
法曹養成の現在の観念は、200歳を迎えている。この200年来、改革論議
は続いているが、効果的な改革を実際に行うことができなかった。だから
といっても、改革の必要があることに変わりはない。これからも改革論議
はつづけられてゆくが、これまでの議論と区別して、効果的な成果を挙げ
ることができる議論のためには、次の三つの問題に明確に答えられること
が必要であると考える。
第一は改革を必要とする理由である。つまり、現在の法曹養成教育が当
面している苦境はどういうことなのか。第二は、改革目標であり、第三は
改革のために適切な方法はどのようにあるべきか、ということである。
１ 法曹養成ために改革が必要な理由
これには、四つの問題が、現在の法曹養成に重圧としてのしかかってい
るから、これを払いのけることである。
第一の問題点として挙げられるのは、教える側と教えられる側との間に
存在する大学教育のマスプロ現象である。このような関係は、到底、容認
できないが、これが、教育の質の低下の原因となっている。
第二の問題点は、教育と試験における教材過多の問題である。このよう
な過多な分量は、学生が実際には、ほとんどすべてを消化できるほどの量
ではない。技術化、デジタル化、国際化は「現実」を錯綜化させるばかり
でなく、法律の教材の過多を法外な範囲までに広げるているし、また計り
知れないほどに複雑化させている。それを教育内容と試験内容との関連で
いうと、この教材の過多が教育の学問的要求を空洞化させるような、試験
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（?)（鈴木) 59
だけに執着する現象を学生に引き起こしているのである。
第三の問題点は、現在の法曹養成教育が労働市場の需要を見過している
点にある。需要をはるかに超えて行われている法曹養成の受難者は、こと
に弁護士界である。終了者の四分の三が弁護士になる。他に選択肢がない
ところから、多すぎるほどに多く、彼らはこの職業に就くのである。
第四の重大な問題点は、現在の法曹養成の全体の長すぎる期間が、ドイ
ツの法律家の国際競争力を弱めてしまっていることである。その国際競争
力こそ、これからの法的取引の国際化のために、ますます重要になろうと
しているのにもかかわらず、である。
２ 法曹養成の改革目標
以上のような法曹養成の窮境に直面して、改革の目標はどのようである
か、また、その目標を実現するために必要な改革行動はどのようにあるべ
きか?
私の見解では、教育を改善し、それでも、なおかつ、教育を安直化させ
ないことが、最高の原理であると Ro?ttgenはいう。この目標にくみする
者は、司法大臣会議において多数意見で賛同された一段階モデルでは、従
来の費用水準では質の低下なしには実現できないことを知らなければなら
ない。同じように、この一段階モデルに同調し、かつ費用の節減をしたい
と考える者は、法曹養成の質を低下させることを覚悟するべきである。
積極的な改革目標は、大学における法学教育を大学に戻すことにある。
その際に、中心になるのは、大学の試験を法学部の終了試験として導入す
ることである。それによって、終局的に大学教育と試験との結合が造られ
ることになるだろう。大学の試験は、教える者が試験をし、教えられたこ
とが試験される。
法学教育は、そのことによって、適切な価値の引上げを行なうことがで
きる。さらに、大学教育を受けている最中に効果的な中間試験を行なうこ
とが大学教育のためには不可欠の要件となる。
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３ 法曹養成の改革方法
法学教育は、その教育の内容についても、革新が必要である。そのため
に要求されていることは、一方において、基本的中核的能力の新たな定義
の設定と他方においては特殊専門的な能力の新たな定義の設定である。ま
ず、基本的能力とは、すべての法曹にとって習得されていなければならな
い能力であり、また、それは法および法適用の基礎、構造、方法に関する
能力である。他方、特殊専門的能力とは、個々の法領域についての詳細な
知識を保持する能力である。
このような議論との関連で、まちがいなく教育内容の現代化についても
論じられなければならない。ということは、職業実践において法律家にと
っては、比較的にはあまり重要ではない役割しか果たしていない刑法が、
すべての生活領域および法領域にわたって浸透しているヨーロッパ法より
も、先験的に、より重要と見なされなければならないのかについて、われ
われは、議論する覚悟をしなければならないということである。
最後に、もう一つ、改革のために提案がある。それは、大学の試験は、
司法官職を除いて職業資格を与える終了試験として構想すべきではない
か、ということである。そうでなければ、国家が財政を負担する教育とし
ての修習制度には、正当性が欠けているばかりでなく、幅広い範囲で適格
性も欠けていることになる。
終了試験とすることで、司法のための修習制度は、現在の修習よりも短
縮することができるし、この方法によれば、法曹養成に必要とされている
短期化に貢献することができるのではないか。
全体として、私が CDU/CSUのために確定しておきたいことは、たと
え、法曹養成教育をめぐる議論が古びてしまっていても、また、おそら
く、決して終わることはないとしても、われわれは、新たに、大胆な改革
の試みを企図しなければならないのだ、ということである。
その最高の目標は法曹養成教育の質の改善とその競争力の改善にある。
このような改善の努力は、連邦議会の内部において、さらには連邦議会と
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連邦参議院との間の開かれている、実質的な対話の上においてのみ可能で
ある。CDU/CSUは、このために、建設的で創造性のある秀れた現実性
のある提案を出すことにする。
? 連合90╱緑の党 H,Stro?bele
 
Stro?beleは、FDP法案は、多くの理由から問題の解決にはなっていな
いと論じて、やはり、司法大臣会議の議論と決議をまって、SPDと共同
して、一段階養成モデルを独自の法案として提出したいというのである。
Stro?beleの自分の意見の結論として、現在の法曹養成は、社会と法曹
の職業像の変化に適応するものでなければならず、それは、法の『専門バ
カ』を育成するのではなく、学際的知識と社会的対応力をもつように養成
することが必要であるが、そのように養成された者は、また、法律学の
隅々まで目配りをきかすことができる上に、さらに、法的な社会相互関連
を理解し、その把握を自分の活動に取り入れることに習熟できるように育
成すべきである、と結論している。このように改革することができるため
に、Stro?beleは、まず、FDP法案には四つの疑問点があることを指摘す
る。
１ FDP法案に対する四つの疑問点
第一 FDP法案が提案している第一次国家試験の廃止は、国家試験なし
に大学教育を修了した法律家を認めることになるが、そのような者たち
は、結局、二級の法律家として格付けされるという現実を迎えることにな
るだろうと Stro?beleは論じて、これまでに、すくなくとも七つのラント
が、国家試験に代えられる大学の試験による終了には参加しないことを明
らかにしている点も指摘している。
『大学終了法曹』は、『国家試験合格法曹』と較べて、実務修習のための
修習場所を探し出すためにも、労働市場を求めるためにも、著しく劣悪な
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機会しか与えられないことになるだろう。つまり、この FDP法案のモデ
ルでは、統一性、比肩性、機会均等性が保障されていないことになる。従
って、現行のような義務的な第一次国家試験の維持・存続は、どうしても
必要である。
しかしながら、それはそれとしても、連邦の立法者はそれぞれ大学の試
験を行う者のために、試験に対しては、もう少し主導できるほどの大きな
影響を与えることができるようにすべきではないか。例えば、問題の選択
に当たって大学の教員に主導を任せるように、である。
第二 FDP法案が提案している実務修習開始のための試験は、なんとし
ても、反対したい。基本法12条に基づく憲法上の職業選択の自由の保障か
らの疑問はともかくとしても、大学終了試験は、実務修習のための資格で
あるのか、そうではないのか、という問題は、終了試験には、与えられて
いない統一性を事後的に大学卒業生の犠牲において作り出す無用な試みだ
からである。
この試験に合格しなかった者は、どのようなことになるのか?
不合格によって、およそムダになるかもしれない実務知識、しかも、こ
の試験の時点までには、およそ不十分にしか身に付けることしかできない
実務知識を無理やり詰め込んで、試験の準備をするようなことを誰がする
のか。また、弁護士修習のための開始試験は、弁護士需要の試験の危険に
さらすおそれがある。
第三 なるほど、FDP法案の提唱する実務修習を三分割することには、
歓迎したい。しかしながら、もっとも、やっかいな点は、①弁護士修習の
修習状況のあり様、②弁護士修習の財政問題、③それに弁護士試験機関の
構成の問題である。この試験機関の構成は連邦参議院の同意のもとに、連
邦弁護士会との協議により連邦司法大臣の法律命令によって規制されると
いうやっかいなことになっている。この点は、実際にはどうなるのか。
また、弁護士アカデミーとして、中央の教育箇所が提案されているが、
これについては、なお、そのための十分な理由付けが必要なはずである。
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弁護士のための連邦規模の継続的アカデミーが造られると、そのゼミナー
ルのために高額な報酬が支払われなければならないが、その点について
は、言及されていない。つまり、誰が、このような高額な費用を、弁護士
修習のために負担すべきかについては、なにも触れていない。
第四 費用の問題でよく引き合いに出されている、次のような評価、つま
り、『一方でラントの司法予算が縮減されると、他方では大学教育の改善
のための学術予算が増大されることになるが、それはあまり重大なことで
はない』という評価は、いろいろの点で現実を無視している。
a）ラントの司法予算における軽減は、おそらく、期待されているような
程度には、生じないだろう。というのは、司法修習のためにも、行政修習
のためにも、調整費用が必要となるからである。
また、これまでは、修習生のための義務的な検察の法廷実務修習は、ほ
とんどすべて簡易裁判所レベルで活用してきたが、FDP法案の提案によ
れば、これまでの義務的検察修習箇所を廃止せよということである。しか
し、そのようなことでは、検察修習は、連邦規模で崩壊することになる。
検察法廷実務修習は新たに任官される検察官のためには行われなければな
らない。
実務の局面のためには、修習は不可欠的に必要であるから、このため
に、財政的な手当てがなさていなければならない。この財政処理は、しか
しながら、これまでのように硬直した公務員関係の枠の中で行われること
をやめて、民間の雇用関係よりも、もっと柔軟に形作られなければならな
い。支給される金額の点でも、その金額だけで生活する修習生のために、
必ずしも無条件的ではないにしても、およそ税込みで2000マルクほどでな
ければならない。しかしながら、実務修習の社会契約上の形態からする
と、最小限、税込み1700マルクの手当ての支給が必要である。このように
見てくると、司法予算の縮減などは、まったく論外のこととなる。
b）さらに、大学教育のための資金の増大がほとんど重要ではないという
評価は、なんとしても否定されるべきである。
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上述の理由から、資金がラントの司法予算からは大学にはほとんど配分
されることはないということを度外視しても、学生向けの大学の教育のた
めには、構造的――とくに人的関係の――変革、つまり、大学における従
来からの教授団の変革が必要である。そのことは、教育を行う研究所のき
わめて首尾よく改善された財政の仕組みについても同様である。
２ 法曹養成改革のための教授陣容の改革の必要
いま、ここに、ある種の中堅クラスの若手教授がいるとする。彼らは、
研究による利益とか、研究上の義務とかに関係なく、学生たちに現代的な
教授法にのっとった方法をもって、細切れではなく、継続的・体系的に理
論と実務とをかみ合わせて教育しているが、このような中堅若手教授クラ
スを既成の教授陣と切り離して、彼らの独自の地位のために費用を十分に
かけても、それを充実したり、ないしは新規に採用したりするのでなけれ
ば、どのような法養成改革も挫折の憂き目に遭うのではないか。
現在とは異なり、これからは、講座を担当する講師は、大学における学
問的経歴は必要はない。学説の質のコントロールは、すでに私営の教育機
関において、これまで一般的に行われているのと同様の純正の査定によっ
てなされることになる。このような構造的な人的組織の革新には、法学部
をもつ38のドイツの大学所在地のためのラントの学術予算は何十億マルク
もの費用がかかることになる。
３ 法曹養成制度の開放の必要
この他の批判点は、時間の都合でもはや、残念ながら論ずることができ
ない。
しかし、いずれにせよ、FDP法案モデルには、われわれが同意するこ
とができないことは明らかである。我々、SPDと緑の党との連合として
は、司法大臣会議の議論の結論の出た後にも、われわれ自身の提案を行う
予定である。
しかし、法曹養成は、それを受けることを希望するすべての者に開かれ
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ていなければならない。自分自身の収入とか財産とか、両親の財政関係と
は、全く関係なしに、である。 このように意見を表明して、Stru?bele
は冒頭に紹介したように結論している。
? 民主社会党 E,Kenzler（PDS）
現在の法曹養成については、すべての者が改革の必要があるとの判断で
一致しているにもかかわらず、これまで繰り返し繰り返し試みられてきた
改革は挫折してきた。その原因は内容上の理由によるものでなく、ほとん
ど、立法準備の不十分に原因であったと、Kenzlerは断定する。だから、
これまでの経験から言えることは、立法手続が開始される以前に、まず
は、関係者の一同が現代的な法律職の理想像とプロフィルを練り上げるこ
とができるためのコンセンサスが見出だせるようなフォラムの場を政治に
よって用意されるべきであったのであり、それが、まさに提出された法案
の課題であったはずであるという。
この FDP法案は、たしかに、正しいことと重要なこととの両方を含ん
でいる。
だからといっても、FDP法案が、最少限、現代的な法曹養成に対して
しかけた改革の試みの方法は、結局、満足のできるものではない。この法
案は、現代的法曹養成の全体にとって内容上必要とされるものから始める
代わりに、残念ながら、基準としているのは、ラントの司法予算を軽減す
るという思想であり、それに支えられているのである。
実務修習のための費用が高額すぎると感じることは、専門家の育成に当
たっての考慮の中心にあるというのは好ましいことではない。私も、費用
の節減は、確かに、それだけの意味をもち、次世代の法律家にとって重す
ぎる負担とならない限りで、賛成したいと考えている。しかし、そのため
には、手順を誤ってはならない。第一に、養成される者の質の確保・向上
がはかられるべきであり、次に養成期間が問題とされ、そして最後に費用
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の問題が取り上げられるという順序であるべきである。
提出された法案の中心となっているのは、実務修習を司法、弁護士、行
政のそれぞれに専門分化して行うということである。これが、職業生活の
準備のために間違いなく改善に役に立つとして提案されているが、しか
し、それだけで法曹養成改革のためには十分に満足できるだろうか?
この法案による法曹養成改革は、結局のところ、実務修習を専門別に分
化することだけに終始し、そして、それに尽きているのである。はたし
て、それだけでは、多くの人々から法曹養成は「悲惨な状況にある」と指
摘されているところの改革としては、全体的に見れば十分ではない。理論
と実務とを、できる限り早い時期にかみ合わせた教育が必要であるから、
そのためには、実務実習をはじめから大学に統合した法曹養成が効率的で
ある。もっとも、だからと言って、そのことは、学問的な教育と訣別する
ことを意味しない。法哲学や社会学、歴史学などの教育の維持・続行をは
かるべきことは言わずもがなのことである。
大学教育のしくみも内容も変革がはかられなければならないが、その点
に言及する時間の余裕はない。そこで、これだけは言っておきたいことに
限ると、学生の大多数が、受験予備校――大学の外にあって高額の費用を
必要としている――に通うことが試験の合格にとって必要不可欠であると
いうのは、私から見れば、法学教育にとって正常であるとは思えない。そ
の意味で、大学終了の試験を大学の責任に帰せしめるという提案は、それ
だけでも歓迎すべきことである。結局のところ、FDP法案が法曹教育の
革新のために、大いなる意義をもつことであるように望んでやまない。
? 連邦司法省E,Pick
 
Pickの結論は、「この FDP法案には承服することができるものではな
い」ということである。この FDP法案は、法曹養成は将来に向かってど
のように形作られるべきかという、問題の緊急な解決を提供することに代
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えて、これまで、すでに克服され、解決されたものと見なされている課題
を、混乱させ、それを、なおも増幅して投げかけているものであると
Pickは述べて、次のように、その理由を論じている。
法曹養成には、改革の必要があると一般的に論じられているが、その改
革すべきであるとする第一の理由は、ほとんどの場合、「現在の法曹養成
の本質は、200年来の基本コンセプトのままになっているからである」と
指摘されることにある。FDP法案の理由付けが挙げている改革の根拠も
まさにそれである。しかしながら、もしも、われわれが、法曹養成改革を
論議しようとすれば、最も大事なことは、われわれの法曹養成の仕組みが
長い時間をかけて構築してきた確固たる構造を持っているだけでなく、そ
の基本構造の大部分が正当であったことが十分に確証されてきたて由来を
全く顧慮しないようなことは許されるべきではないということである。
だからと言って、改革の必要があることを無視するつもりはないが、た
だ、長く伝統が維持されてきたという、それだけでは変化しなければなら
ない理由にはならない。
もっとも、法曹養成が改革されるべき時期に到来していることは確かで
ある。それは、現代の法曹に対するもろもろの要望には適応するように、
しつらえられなければならないからである。だが、そのためには、十分に
熟慮されて仔細な点に至るまで検討された解決であることが必要であっ
て、私としては、そのような解決だけに賛成したい。そもそも、拙速の結
論では、だれのためにも役立つものではない。そのような結論は、とりわ
け、若い人たちに、つまり、労働市場に参加する正当な権利をもち、しか
も、徹底した教育を受けた若者たちにとって、なんら役に立つものではな
い。
このような理由から、冒頭に述べた結論、つまり、現在、提出されてい
る FDP法案には承服しがたいと Pickは言うのである。
１ FDP法案の内容は不明確すぎる
68 早法81巻４号（2006）
Pickの批判は続く。FDP法案は、一方で法律家の専門分化をめざしな
がら、それがどのようなかたちとなるのかについては、完全に不明確のま
まに放置している。また、同じように、自ら提案した弁護士修習のより正
確な形態についても未決定のまま放り出している。しかし、本来、このよ
うな問題解決を提唱するからには、それがどのようであるかについては明
確にしなければならないはずである。また、各職業分野の間の相互流動性
は将来にわたって維持されるべきことは重要ではある。確かに、その点に
関しては、この法案に賛成である。しかしながら、一方で養成課程を分離
し、専門分化に導きながら、他方では、他の法律専門職への、事実上は無
条件移行を承認しているのである。このようでは、せっかく、三つそれぞ
れに異別に組織化して分離した実務修習を創設することの真意には理解し
かねるものがある。
さらに、それぞれの実務修習の開始の認可はどのように規制されるのか
という中心問題が、まったく解明されていない。これとただちに結び付く
のは、大学は終了はしたけれども、実務修習開始の認可が拒絶されること
はありうるのかという、志願者にとって深刻な問題であるが、これも不明
のままに放置されている。また、FDP法案によれば、一方で、財政問題
を重視しながら、他方ではその提案にかかる実務修習のために、ラントに
とって、どれほどの財政需要が実際には生じてくるのかが、やはり、解明
されないままになっている。
しかしながら、法曹養成改革問題が論じられるならば、国庫の財政的な
事情だけが、決定的な理由であるのは許されるべきことではない。ところ
が、この法案は、まさにそれである。これは、おそらく、財政上の資金の
問題を優先させて、それを理由に実務修習の終了者の数、さらには、間接
的には法律家の数を全体的に制限しようとするものではないか。
２ 司法大臣会議も行き詰まっている
法曹養成教育は、本来的にはラント固有の専管事項である。従って、各
ラントこそが、自らこの改革のために配慮工夫しなければならないところ
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である。そして、実際にも、たしかに、ラントは地道にこの課題に取り組
みながら努力を続けてきた。ところが、これまでには、見るべき成果は得
られていない、と Pickは見ている。
ことに、1996年には、すでに、司法大臣会議が様々な法曹養成の基本モ
デルについて議論をしているが、その進行にともなって、ある一つの具体
的な改革モデルに集中的にかかわり合うようになってからは、各ラントの
改革努力が行き詰まり、決着が付けられないままになってしまった。昨年
５月の司法大臣会議でも、長時間にわたる議論にもかかわらず、どのよう
にも完結することができなかったのである。そこでは、取り上げられたテ
ーマについて数々の分析に基づく徹底的な準備がなされていただけに、そ
れに決着が付けられなかったことはきわめて残念なことであった。しかし
ながら、このように長期間にわたり、内容について、部分的にせよ、論争
がいかようにも果てしないものであるということは、現在養成されつつあ
る若者に対して与える不安感と動揺は、なみなみならぬものがある。私
は、現在、このように動揺している受験生に対して幾十もの調査を定期的
に繰り返してきたことがあるので、この間の事情は心得ているつもりでい
るが、このような状況は速やかに終息させなければならない、というのが
Pickの意見である。
３ SPDへの期待
そこで、Pickは、2000年の秋にも、協議の焦点を絞り込むことを予定
している SPD・緑の党の連合の政治家たちの主導による改革を強く支持
したいと考えていると言う。その際に、最も切に願いたいことは、徹底的
に考え抜かれて、仔細な点まで熟慮された法曹養成の改革が作り上げられ
ることである。とりわけ、尊重されるべきは、現在、養成されつつある若
者たちの要望である。また、司法、行政、弁護士界、そして経済界の利益
も考慮しなければならないが、さらには、法による利益を期待している公
衆も忘れてはならないだろうという。Pickの注文である。
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三 取り上げられた問題点の整理
連邦議会第一読会における FDP法案に対する反応は、以上のように、
真っ向からこれを批判する反対意見ばかりである。このことは、この後に
続く各専門分野からの代表者の意見も同様である。そこで、この第一読会
で FDP法案に対して批判された問題点を取り上げてみると、
（１）司法大臣会議の一段階養成モデルの問題、（２）分離修習問題、（３）
養成費用負担の財政問題、（４）国際競争力増強、（５）大学教育改革問
題、（６）弁護士市場の認識、（７）大学終了試験と実務修習資格試験との
関係、そして、（８）FDP法案に代わる法案の提唱である。このうち、中
心となっているのは、第一の司法大臣会議の行方と第二の FDP法案の眼
目である分離修習問題である。そして、それと関連して、第三に、FDP
法案は財政負担の軽減を優先順位の最先端においているが、法曹養成問題
を考えるに当たって、それは間違っていると決め付けられている。ところ
が、FDP法案に対する意見も実は、それぞれの政党の立場を反映して、
かなりに、相違・対立がある。その点も含めて、この三つの問題点につい
ての意見を整理したい。
１ 司法大臣会議の決議について
（１）全面的にこれに賛同して、この司法大臣会議の結論を待つべきであ
るとする発言、（２）これとは異別に独自の法案を期待するという意見が
あり、また、（３）これを正面から批判する反対論もあった（そして、実際
にも、司法大臣会議の行方は180度の回転を見せるのである）。
（１）まず、司法大臣会議の結論をまつべきであるという意見が、政府与
党である SPDの Stu?nkerから強力に主張されている。
この時期の司法大臣会議は、Stu?nker自身が述べているように、1999年
11月10日の秋期会議でバ－デン・ヴュルテンブルクの作業部会に検討が委
嘱された頃であり、たしかに、実務実習を大学教育に統合する一段階養成
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モデルがかたくなに提唱されていた時期である。「もう少し待てば、司法
大臣会議の一段階モデルは完結されたかたちで具体的な姿で登場するが、
各ラントも、この養成モデルに賛同して司法大臣会議の枠の中で力を合わ
せて、なんとか、改革の実現を努力しようとしているのであるし、また、
内務大臣会議、学術省、財務省の所管も、その司法大臣会議に一致協力し
て、一段階モデル造成の方向に向かって努力している」との認識を重視し
ていたのである。
ただ、ここで、Stu?nkerの指摘を注目したいのは、法曹養成についての
連邦の権限とラントの役割との関係について、連邦法の改正こそ重要であ
るとの論述である。
本来、法曹養成は、その本質的部分はラントの専管であるが、連邦が統
一的法曹の理念から法曹養成の根幹部分である、大学教育、実務修習及び
その終了試験について、各ラントごとにブレが生じないように、その大枠
を定め、そして各ラントはその枠の中だけで、独自の法曹養成が可能とな
っているのである。しかし、その大枠を定めている連邦法こそが、現在の
法曹養成の惨状をもたらしている原因となっているとすれば、その大枠の
内容自体を改正しなければならないが、その改正に対しては、各ラントの
意見を反映することができる司法大臣会議だけが強力な影響力を持つので
あるから、その影響力の行使の結果である司法大臣会議の結論による基本
的な大枠の改革を期待するという Stu?nkerの姿勢も十分に理解できるこ
とであった。
しかしながら、司法大臣会議はこの後に、Stu?nkerの、一段階法曹養成
の仕組みの期待を大きく裏切り、二段階養成論に転換している。
ところが、なぜ、この時期に、Stu?nkerは一段階法曹養成論の完成を期
待していたのか。その第一は、当時、激増を続けていた修習生の費用負担
のために、破綻寸前にあったラントの財政に直面して、これを救済するこ
とにあった。現に、同じ苦境にあった16のラントのうち13のラントの司法
大臣が賛同して一段階養成を決定しようとしていたのも、現行の修習制度
72 早法81巻４号（2006）
を廃止して、修習費用の負担の免脱をはかったためである。第二に、一段
階養成論に期待したのは、それによって、Stu?nker自身が挙げているドイ
ツの法曹養成の窮状を改革しようとしていたことによる。ただ、これらの
問題が、一段階法曹養成によって解決されることになるかどうかには、大
いに疑問があった。
（２）このような Stu?nkerとは反対に、司法大臣会議に対して懐疑的な意
見も述べられている。連邦司法省の次官の E,Pickである。司法大臣会議
が法曹養成制度の改革に、本格的に取り組み始めたのは、1996年である
が、それ以来、様々な改革基本モデルを議論しながらも、結局、改革努力
が行き詰まってしまっていると批判している。1999年５月の会議でも長い
時間をかけて論議したのにもかかわらず、決着が付けられていない。だか
ら、この会議の結論を諦めて、SPDと緑の党の連合によって改革案が提
示されることを期待するというのである。
確かに、1999年の６月７日から９日までバーデンバーデンにおいて開催
された第70回の司法大臣会議では、法曹養成にかんする限り、何も決める
ことができなかった。ただ、改革するつもりがあることを表明しているだ
けである。それも、大学における法学教育には、種々の欠陥があるから、
これを除去・是正していかなればならないし、法律専門職に対しては、社
会から様々の要請が増強しつつあるから、これを考慮するように法曹養成
改革を行なうのでなければならないが、そのためには、幅の広い専門的基
礎を身に付けることの上にのみ、築きあげられるという見解をとっている
ことを表明しているにすぎない。司法大臣会議としては、自分が委嘱した
法曹養成改革作業グループに、各担当の行政当局との対話を続行してくれ
るように要望し、特に、文部大臣会議には、法曹養成のための大学におけ
る理論教育における改革努力だけでなく、その理論教育に続く実務教育に
も理解を求め、さらには文部大臣会議には作業分担の可能性もありえない
かを打診することも要請している。
なるほど、このような状況を見る限りでは、法曹養成抜本的改革を司法
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大臣会議に期待することは、この時点では無理であったと思われる。つま
り、Pickが司法大臣会議の、なかなかに煮え切らない結末に学生たちが
動揺し不安を感じているところからも、これに見切りをつけようとしたの
は当然であった。しかし、司法大臣会議は、この年の11月のボン会議で
は、思い切った転換をはかることを作業グループに要請し、これを契機と
して二段階養成制度が復活・再生するのである。
（３）この第一読会で、司法大臣会議の一段階養成論に積極的に反対して
いるのは、キリスト教民主同盟╱キリスト教社会同盟の Ro?ttgenである。
この一段階養成モデルでは、費用が増加せざるをえないが、それを現行水
準のままに維持すれば、法曹養成の質は低下するから、この一段階モデル
に同調する者は、費用の増加を認めるべきであり、そうでない限りは、法
曹養成の質が損なわれることを承知すべきであるという。
一段階モデルが、なぜ、費用の増加を必要とすることになるのかについ
ては、理解できないが、1970年代に時限立法として暫定的に行なわれた一
段階モデルでも、多額の費用がかかり過ぎた割には、養成の効率があがら
なかったために、挫折せざるをえなかった苦い経験を、ドイツは持ってい
る。
司法大臣会議も、このような反対論に反応してか、一段階養成論を放棄
して、二段階養成論に完全に切り換えた。2001年７月のトリアの会議での
ことである。
２ FDP法案における分離修習について
（１）FDP法案では、実務修習を専門分化させているが、それに終始し、
それに尽きている。それだけで、現在、ドイツが当面している法曹養成の
『悲惨な状況』が改善されるとは思えないと指摘するのは、Kenzlerであ
る。
（２）Stu?nkerによると、分離修習は、結局、ドイツの伝統的な統一修習
の長所のすべてを破壊するものであり、ことに、統一修習によって習得で
きる法律家としての広範な視野と各種の職業分野の展望が可能になってい
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るところを廃棄してしまうと批判する。
（３）また、分離修習については、その内容が不明確であるという指摘で
は、各議員の意見として共通しているが、まず、Pickは、FDP法案が自
ら提案した弁護士修習の正確な形態が不明であるが、自ら提唱する以上
は、それを明確にすべき責任がある、と批判している。
（４）この点は、Stro?beleも、FDP法案が唱導した三職分離の修習は歓
迎するとしながらも、そのあり様、財政負担、試験機関などの決定は、厄
介なことになっているが、実際には、どうなるのか、不明のままであると
する。
（５）また、修習をこれから開始しようとする者にとっては法律専門三職
については、まだ、なにも分かっていないのだから、分からないうちに、
分離した三職の実務修習のいずれかの選択せよと強制するのは間違ってい
るというのは、再び、Stu?nkerである。
（６）しかし、なにより、重視されるのは、この法案が三職分離修習と三
職に就くことの流動性を保障しようとしたことである。
せっかく、三職分離修習を認め、それぞれ別々に独自に分離した終了国
家試験を実施すると提唱しながら、最終的には、この専門三職の融通無碍
の無条件移行を認めていることは、首尾一貫を欠いていることになる、と
批判されいるが、この点は、理念的には、批判が正当であると思われる。
というのも、この批判の重点は、分離修習自体の当否よりも、三職の流
動性を無条件に認めた点にある。つまり、この三職の融通無碍の流動性を
認めたいならば、なにも、はじめから、分離修習を提唱しないで、三職共
通の統一的修習を維持すべきだからである。そのような三職共通の実務修
習を経ていればこそ、三職のどれにでも、随時に転職できるのであって、
敢えて、分離修習を行なうべきではない。逆に、完全な分離修習を提唱す
るならば、別異の専門職に就くことを許すためには、はじめから、その専
門職の実務修習を要求すべきであって、無条件移行を認めるべきではな
い。
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確かに、理念的には、以上のようであれば、この無条件移行に対しての
批判が重ねられるのは当然すぎるほど、当然であった。
しかし、弁護士界から考えると、ドイツの法曹養成の実情からは、この
無条件移行を前提にしてこそ、FDP法案を通して、分離修習を提案せざ
るをえなかったということである。
しかしながら、この批判は、他の専門職への融通無碍の転職が、あたか
も、日常的に繰り返されているような事態を想定しているが、他の専門職
の移行は、のべつまくなしに行なわれるものではないどころか、滅多にし
か行なわれるものではないことが前提になっている。ことに、弁護士から
司法官職への転職は希有なことであり、精々、あり得るのは、定年で退官
した裁判官が弁護士に転職することである。しかし、これとても、日本ほ
どではない。しかも、この場合が、かえって望ましいと考えられるのは、
長年の裁判官職の経験が弁護士活動に活かされることである。それは、ま
た、他方、弁護士職の経験が裁判官の職務に活用されることも、国民の立
場からは、望ましいことである。
このように見てくると、分離修習と三職それぞれ独立した終了国家試験
という提案と、それと併せた他の専門職への自由な移行という提案も、必
ずしも、一方的に批判されるだけのものではないことが理解できる。だか
ら、上記のように批判しながらも、Pickのように、各職業分野間の相互
流動性は維持されるべきであるという意見もあるが、これも、上記のよう
に、ごく、限られた場合にせよ、司法界にとって有用な場合もあることを
前提としての意見であると評価することができる。
３ FDP法案における財政問題
この問題における発言者の意見は、すでに、前掲のとおりであるが、繰
り返してまとめておきたい。
(１）財政負担の軽減を理由に法律家の数を制限するのか?
FDP法案では、実務修習が各ラントの財政状況をどれ程に逼迫させて
いるかは具体的にはまったく分からないままに、ともかく、その圧迫から
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の解放を目論んで出来上がっているようであるが、法曹養成改革を論ずる
に当たっては、国庫の財政事情だけが決定的理由であるのは、許されるべ
きことではない、と Pickは批判する。このような法案の企図は、おそら
く、財政問題を重視・優先させて、それを理由に実務修習の終了者の数を
制限し、間接的には、法律家の数を全体的に制限しようとするものではな
いか、と推測して法案の拠ってきたるところを批判しているのである。
(２）それではFDP法案の法曹養成のための基準は司法予算の軽減か?
Kenzlerも同様に、この法案は現代法曹養成全体のために内容上必要な
ものを基準とする代わりに、ラントの司法予算を軽減するという思想を基
準としていると批判する。実務修習の費用が高すぎると感じることが、専
門家の育成に当たっての考慮の中心にあるというのは望ましいことではな
い。確かに、費用の節減の工夫は必要ではあるが、法曹養成の改革のため
には、第一に修習の質の向上をはかることが考慮されなければならない
し、次に、財政的支出が必要になっても、修習に必要な一定期間が確保さ
れなければならない。そして、最後の最後に、費用の節減の問題が取り上
げられるという順序が維持されなければならないと、ヤミクモな財政優先
を戒めている。このことは、わが国の法曹養成にも当てはまるのではない
か。
(３）弁護士アカデミーの報酬の負担者は誰か?
Stro?beleの意見である。FDP法案では、弁護士の継続教育として、弁
護士アカデミーの創設が提案されているが、このアカデミーでは、高額の
報酬が支払われることになる。それでは、その費用を誰が負担するのか、
全く言及されていない。提案するからには、そこのところは明確にすべき
ではないか、というのである。これが、後に、ハンブルク弁護士会の会員
による費用の一部の負担が問題になるのである。
第一読会における FDP法案に対する政界の反応はこのようであったが、
この後に法務委員会から中間報告がなされ、そして公聴会と続くのである。
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